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事業費
（千円）

記載頁
事業費

（千円）
記載頁

テーマ【１】　協働 道路除雪対策事業 9,450 P58
１－１　協働 生活道路の維持補修事業 41,620 P58

広報たるい発行事業 7,200 P4 幹線道路の整備促進及び安心安全な生活道路の改良事業 172,178 P59
まちづくりセンター支援事業 2,508 P7 道路構造物定期点検事業 59,000 P59
地区まちづくりセンター運営事業 71,696 P7 ３－３　地域公共交通

地区まちづくり協議会支援事業 16,026 P8 巡回バス運行事業 31,221 P4
提案型協働事業 1,000 P10 駅周辺整備事業 43,619 P63
自治会活動支援事業 13,614 P14 ３－４　公園

１－２　人権 朝倉運動公園再整備事業 3,900 P62
多文化共生事業 804 P9 朝倉運動公園施設整備事業 1,600 P63
人権啓発推進事業 119 P19 利用者の声を活かした公園づくり事業 6,040 P63
女性団体の育成事業 353 P74 子ども遊園地遊具改修事業 2,000 P77
人権意識啓発事業 337 P74 ３－５　空き家等対策

テーマ【２】安全・安心　 空き家対策事業 1,746 P11
２－１　防災・減災 ３－６　上水道

自然と景観を活かした河川整備事業 2,966 P60 水道施設配水管網の整備・更新 104,200 P94
災害に強い河川・砂防整備事業 27,372 P60 水道基幹施設の充実・強化 60,000 P95
排水路整備等への助成事業 1,000 P61 ３－７　下水道

建築物の耐震診断・耐震補強等への支援事業 2,753 P62 浄化槽設置整備事業 7,728 P32
消防団員の資質向上 33,800 P64 公共下水道推進事業 410,500 P86
消防設備の充実 33,000 P64 地方公営企業法の適用事業(公共下水道事業特別会計） 17,843 P86
地域防災力強化事業 1,227 P65 浄化センターの維持管理事業 186,000 P87
災害備蓄品整備事業 2,568 P65 地方公営企業法の適用事業(農業集落排水事業特別会計） 3,228 P88

２－２　生活安全 ３－８　環境

公衆街路灯整備管理事業 14,901 P6 河川、大気の定期検査事業 888 P30
交通安全施設の新設・管理事業 3,401 P13 海岸漂着物等対策事業 207 P30
防犯カメラ設置事業 600 P14 斎場施設の適正管理事業 13,500 P31
学校防犯体制の強化事業 2,038 P66 太陽光発電設備等設置事業 7,459 P31

テーマ【３】都市基盤・環境 焼却灰処理業務委託事業 14,760 P38
３－１　土地利用 ごみ処理施設等の充実 95,000 P38

(仮称)旧庁舎跡地にぎわい創出施設整備事業 1,199,966 P6 不法投棄防止事業 60 P38
庁舎東館改修事業 17,000 P6 エコパーク施設運営事業 13,526 P39
都市計画基本図の修正事業 19,140 P7 循環型社会推進啓発事業 416 P39
地籍調査事業 3,226 P57 資源分別回収事業 800 P40

 都市機能を集約した快適で安全・安心なまちづくり事業 3,800 P62 生ごみ処理容器等設置の奨励及び推進事業 485 P40
３－２　道路 親水空間づくりを目指した河川環境整備事業 400 P61

令和５年度主要事業　総合計画テーマ別一覧

事業名事業名
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事業費
（千円）

記載頁
事業費

（千円）
記載頁

テーマ【４】産業・交流 一般造林事業（団地間伐・作業道等の開設） 6,000 P50
４－１　商工業 テーマ【５】福祉・健康

勤労者、離職者支援事業 1,013 P41 ５－１　子育て

雇用促進奨励事業 100 P41 子ども・子育て支援事業計画策定事業 3,500 P26
優良勤労者・優良技能者表彰事業 462 P42 保育士確保対策事業 800 P27
企業誘致推進事業 40 P51 児童発達支援事業の充実 40,804 P27
垂井SDGsマルシェの開催 500 P51 子育て支援センター事業 11,558 P28
創業支援事業 13,000 P51 一時保育事業の実施 8,120 P28
企業支援事業 1,900 P52 児童手当支給事業 366,334 P29
商工会事業への支援事業 24,540 P52 留守家庭児童教室の運営事業 53,149 P29
企業立地促進事業 108,758 P53 子育て世代包括支援センター運営事業 21,248 P33
企業連絡会への支援事業 800 P53 妊娠を望む夫婦への支援事業 3,325 P34
プレスリリース支援事業 300 P53 出産・子育て応援事業 25,647 P37

４－２　観光 ５－２　高齢福祉

イベント実施団体への助成事業 4,552 P54 成年後見制度利用支援機関の運営等事業 219 P19
観光施設の整備事業 4,093 P54 老人クラブ活動への支援事業 2,758 P20
観光基本計画重点プロジェクト推進事業 101 P55 ふれあい長寿フェアの開催 2,203 P21
観光協会への支援事業 11,000 P56 長寿お祝い商品券発行事業 5,445 P21
特産品のPR及び町外イベント出展への助成事業 1,047 P56 ひとり暮らし高齢者等見守り訪問事業 1,777 P22
広域的な戦国武将観光推進事業 6,000 P56 高齢者タクシー利用助成事業 2,762 P22

４－３　農業 老人福祉センターの運営の充実 7,805 P22
有害鳥獣被害対策事業 9,060 P43 介護保険事業等の充実 5,477 P89
経営構造対策事業 500 P43 地域包括支援センター運営の充実 6,560 P89
遊休農地解消自主的再生支援事業 200 P44 高齢者紙おむつ等購入費助成事業 2,232 P90
機構集積協力金交付事業 2,207 P44 一般介護予防事業 7,233 P90
農業農村整備事業 13,685 P45 任意事業（介護保険） 1,120 P91
北部幹線農道整備事業 28,215 P45 認知症高齢者等見守り支援事業 712 P91
ため池整備事業 11,550 P46 介護予防・生活支援サービス事業 24,689 P92
ほ場整備事業（栗原地区・平尾地区） 70,133 P46 ５－３　障がい福祉

中山間地域等直接支払事業 38,098 P47 福祉事業所けやきの家事業 12,556 P23
多面的機能支払事業 70,630 P47 障害者福祉手当支給事業 22,000 P23
環境保全型農業直接支払事業 2,560 P48 地域生活支援事業 26,207 P24
高性能農業機械導入事業 10,000 P48 障害福祉サービス費等給付事業 450,667 P25

４－４　林業 自立支援医療費等給付事業 30,706 P25
ふるさと回帰 木育ワークショップ事業 339 P49 障害児施設給付費等給付事業 100,302 P26
林業振興事業 4,800 P49 ５－４　健康・医療

森林居住環境整備事業（林道明神線開設） 50,830 P50 福祉医療費助成事業 281,304 P20
森林経営管理事業 5,197 P50 健康相談・健康教室の開催 417 P32

事業名 事業名
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事業費
（千円）

記載頁
事業費

（千円）
記載頁

食育の推進事業 717 P34 文化講演会事業 1,734 P81
予防接種事業 73,122 P35 文化会館維持改修事業 87,100 P82
がん検診等事業 24,814 P35 図書館資料の収集とレファレンス機能の強化事業 9,058 P82
30代健康診査事業 1,555 P36 タルイピアセンター施設改修事業 29,000 P82
休日在宅当番・救急医療情報提供事業 1,440 P36 スポーツ団体等の育成支援事業 13,325 P83
健康づくり推進地区モデル事業 20 P36 各種スポーツ大会開催事業 354 P84
こころの健康づくり事業 101 P37 学校開放・町体育施設使用運営事業 6,181 P84
特定健康診査・特定保健指導事業 20,141 P85 ６－４　文化

ぎふ・すこやか健診等事業 11,132 P93 郷土芸能保存団体等への助成事業 4,265 P55
テーマ【６】教育・文化 遺跡詳細分布・試掘調査事業 2,000 P77

６－１　学校教育 美濃国府跡公有地化事業 62,654 P77
特別な支援を要する幼児・児童・生徒及びその保護者に対する支援事業 9,252 P66 文化財資料整理事業 6,336 P78
適応指導教室運営事業 2,987 P67 文化財等保存事業 6,909 P78
英語教育の充実 12,420 P67 歴史文化等継承事業 3,110 P79
給食費無償化事業 105,000 P67 菩提山城跡総合調査事業 7,103 P79
個別支援教育講師の配置事業(小学校)　 23,769 P68 テーマ【７】行財政運営

小学校教育支援講師の配置事業 1,397 P68 ７－１　行政運営
スクール・サポート・スタッフの配置事業(小学校)　 4,647 P68 情報発信事業 300 P5
コミュニティ･スクール推進事業(小学校)　 1,589 P69 行政のデジタル化（DX）推進事業 3,058 P12
ICT教育環境の充実（小学校） 29,738 P69 安心安全なシステム稼働環境の整備事業 156,656 P13
学校備品の充実（教材及び図書備品）(小学校)　 4,150 P70 戸籍システム及び住基ネットワークシステムの充実 19,685 P17
学校施設長寿命化事業 23,000 P70 マイナンバーカード交付推進事業 18,230 P17
個別支援教育講師の配置事業(中学校)　 6,469 P71 各種証明書のコンビニ交付サービス事業 5,612 P18
スクール・サポート・スタッフの配置事業(中学校)　 1,328 P71 ７－２　財政運営

交通安全ヘルメット支給事業 1,120 P71 財務書類整備事業 3,140 P5
コミュニティ･スクール推進事業(中学校)　 866 P72 行政改革の推進事業 130 P12
ICT教育環境の充実(中学校)　 7,132 P72 町税等徴収体制強化事業 172 P15
学校備品の充実（教材、図書及びクラブ活動備品）(中学校)　 3,710 P73 固定資産課税台帳整備事業 16,733 P15
学校施設LED化改修事業 30,500 P73 航空写真撮影・デジタルオルソ画像作成事業 7,187 P15

６－２　青少年育成 特別徴収税額通知（納税義務者用）の電子化事業 3,860 P16
地域子ども教室推進事業 1,190 P76 預貯金調査の電子化事業 271 P16
青少年活動支援事業 3,674 P76 ７－３　タウンプロモーション・移住定住

青少年芸術鑑賞会事業 1,464 P80 ホームページの戦略的活用事業 1,829 P5
６－３　生涯学習 タウンプロモーション事業 400 P8

生涯学習推進事業 437 P75 移住・定住促進事業 11,606 P9
コミュニティ・スクール支援事業（学校支援地域本部事業） 224 P75 結婚新生活支援事業 1,800 P10
文化活動団体育成事業 660 P80 ふるさと納税の推進事業 57,004 P11
公演・展示事業 1,212 P81

事業名 事業名
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01 一般会計

【款】2 総務費

（千円）

1 一般管理費 ◎ 巡回バス運行事業 ≪ 拡充 ≫ 31,221 千円 2,723 2,088 26,410

国補助金 － 3  地域公共交通

1,872

諸収入

◆ 27 千円 ※広告収入

◆ 998 千円
216

◆ 28,552 千円

◆ 1,644 千円

2 文書広報費 ○ 広報たるい発行事業 ≪ 継続 ≫ 7,200 千円 15 720 6,465
諸収入 － 1  協働
※広告収入

◆ 7,200 千円

【1】協働

　住民に町の施策や行政情報を毎月提供するため、広報紙を発行します。

【主な経費】

広報たるいの発行

【項】1 総務管理費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

【3】都市基盤・環境

　高齢者を主とした住民の日常生活に必要な交通手段を確保するため、垂井駅を中
心に主な公共施設や商業施設を経由した巡回バスを４路線運行します。また、親子
や妊娠中の方の運賃を無料とする「親子パス」、１日乗り放題の「１日乗車券」を
開始します。

【主な経費】

地域公共交通会議委員報償等（報償費、需用費）

巡回バス運行諸経費（消耗品、修繕料等）

巡回バス運行管理業務委託料

地域公共交通会議事業補助金（垂井町地域公共交通計画策定事業）

（　担当：　企画調整課  生活安全係　）

県委託金

（　担当：　企画調整課  地域振興係　）

使用料及び
手数料
※巡回バス使
用料
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【款】2 総務費

（千円）【項】1 総務管理費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

2 文書広報費 ○ ホームページの戦略的活用事業 ≪ 継続 ≫ 1,829 千円 288 1,541

諸収入 － 3 ﾀｳﾝﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ
※広告収入 ･移住定住

◆ 1,829 千円

2 文書広報費 ○ 情報発信事業 ≪ 継続 ≫ 300 千円 300

－ 1  行政運営

◆ 300 千円

3 財政管理費 ○ 財務書類整備事業 ≪ 継続 ≫ 3,140 千円 3,140

－ 2  財政運営

◆ 2,700 千円

◆ 440 千円

（　担当：　企画調整課  地域振興係　）

【7】行財政運営

　「統一的な基準による地方公会計制度」に基づき財務書類を作成・整備し、町の
資産や債務を適正に把握するとともに、健全な財政運営の維持のために活用しま
す。また、財務書類を住民に公表します。

【主な経費】

地方公会計作成支援業務委託料

【7】行財政運営

【主な経費】

ホームページ保守管理業務委託料

【7】行財政運営

　LINEを活用し、町の施策や各種事業等の最新情報を町内外へ発信します。

【主な経費】

情報発信運用支援業務委託料

（　担当：　企画調整課  地域振興係　）

　町の施策や各種事業等の最新情報を幅広い視点で随時発信し、町内外へ向けPRし
ます。

地方公会計システム保守委託料

（　担当：　総務課  財政係　）
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【款】2 総務費

（千円）【項】1 総務管理費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

5 財産管理費 ○ 公衆街路灯整備管理事業 ≪ 継続 ≫ 14,901 千円 396 14,505

寄附金 － 2  生活安全

◆ 900 千円

◆ 3,000 千円

◆ 11,001 千円

5 財産管理費 ◎ (仮称)旧庁舎跡地にぎわい創出施設整備事業 ≪ 継続 ≫ 1,199,966 千円 391,037 727,039 81,890
－ 1  土地利用

国補助金
386,490

県補助金 3,039

4,547 基金繰入金

69,000

◆ 1,107,285 千円 町債

655,000

◆ 23,650 千円

◆ 18,300 千円

◆ 50,000 千円

◆ 731 千円

（　担当：　総務課  管財係　）

5 財産管理費 ◎ 庁舎東館改修事業 ≪ 新規 ≫ 17,000 千円 17,000
基金繰入金 － 1  土地利用

◆ 17,000 千円

（　担当：　総務課  管財係　）

【2】安全・安心　

　自治会要望等に応じ、危険箇所への公衆街路灯の設置や修繕等、街路灯の管理を
行います。

【主な経費】

【3】都市基盤・環境

　「誰もが楽しく・安全に集える垂井の賑わい拠点づくり」の実現に向けて、整備
を行います。

【主な経費】

【債務負担行為（令和3年度～令和5年度）】

落成記念式典経費等

旧庁舎跡地等整備工事監理業務

【債務負担行為（令和3年度～令和5年度）】

（　担当：　企画調整課  生活安全係　）

公衆街路灯設置等工事

公衆街路灯球替等修繕料

公衆街路灯電気料金等

旧庁舎跡地等整備附帯工事等

森林環境譲
与税

旧庁舎跡地等整備工事

施設備品購入費等

【3】都市基盤・環境

　庁舎東館の改修に向けて、基礎調査及び基本構想の策定を行います。

【主な経費】

基礎調査及び基本構想策定支援業務委託料
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【款】2 総務費

（千円）【項】1 総務管理費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

6 企画費 ○ 都市計画基本図の修正事業 ≪ 新規 ≫ 19,140 千円 19,140

－ 1 土地利用

◆ 19,140 千円

6 企画費 ○ まちづくりセンター支援事業 ≪ 継続 ≫ 2,508 千円 2,508

－ 1  協働

◆ 2,508 千円

6 企画費 ○ 地区まちづくりセンター運営事業 ≪ 継続 ≫ 71,696 千円 7,545 64,151
－ 1  協働

8

諸収入

◆ 1,610 千円 ※負担金

◆ 36,248 千円 537

◆ 10,873 千円 基金繰入金

◆ 7,860 千円 1,000

◆ 2,105 千円 町債

◆ 7,500 千円 6,000

◆ 5,500 千円

【1】協働

　協働のまちづくりを推進するため、まちづくりに関する相談・助言、情報収集、
情報提供や人材育成などを行います。

【主な経費】

まちづくりセンター員報酬等（1名）

【3】都市基盤・環境

　都市計画基本図について、道路や建物などの土地利用の変化に伴い、航空写真測
量による修正を行います。

【主な経費】

（　担当：　企画調整課  企画係　）

（　担当：　企画調整課  地域振興係　）

【主な経費】

地区まちづくりセンター長報酬（7名）

都市計画基本図修正業務委託料

【1】協働

　地区まちづくり協議会の自主性を尊重しながら、地域のニーズに応じた活動拠点
施設として有効に利用運営します。

使用料及び
手数料

地区まちづくりセンター員報酬等（14名）

地区まちづくりセンター消耗品、施設修繕料、役務費、委託料

地区まちづくりセンター施設光熱水費等

地区まちづくりセンター施設管理使用料及び賃借料、備品購入

府中地区まちづくりセンター移転改修設計業務委託料

岩手地区まちづくりセンター大会議室空調設備改修工事等

（　担当：　企画調整課  地域振興係　）
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【款】2 総務費

（千円）【項】1 総務管理費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

6 企画費 ◎ 地区まちづくり協議会支援事業 ≪ 継続 ≫ 16,026 千円 16,026

－ 1  協働

【主な経費】

◆ 地区まちづくり協議会交付金 15,826 千円

◆ 地区まちづくり協議会連絡会運営補助金 200 千円

6 企画費 ○ タウンプロモーション事業 ≪ 拡充 ≫ 400 千円 400

－ 3 ﾀｳﾝﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ

･移住定住

◆ 100 千円

◆ 150 千円

◆ 出会いの場創出事業報償等 150 千円

　町の魅力を町内外にPRし、人口減少の抑制及び交流人口の増加を図ります。

【主な経費】

啓発用物品の購入　等

プロモーションwebサイト更新・保管
業務委託料等

【7】行財政運営

（　担当：　企画調整課  地域振興係　）

【1】協働

　地区まちづくり協議会に対して、まちづくり事業計画書に基づく地域の課題解決
に向けた事業を推進するため、交付金を交付します。

（　担当：　企画調整課  地域振興係　）
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【款】2 総務費

（千円）【項】1 総務管理費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

6 企画費 ◎ 移住・定住促進事業 ≪ 拡充 ≫ 11,606 千円 2,500 9,106

県補助金 － 3 ﾀｳﾝﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ

･移住定住

◆ 81 千円

◆ 50 千円

◆ 3,000 千円

◆ 清流の国ぎふ移住支援補助金 500 千円

◆ 移住定住促進住宅支援補助金 7,700 千円

◆ 275 千円

6 企画費 ○ 多文化共生事業 ≪ 拡充 ≫ 804 千円 247 557

県補助金 － 2  人権

◆ 276 千円

◆ 多言語ユニバーサル情報配信ツール使用料 528 千円

　多言語を必要とする住民のため、庁舎内にポルトガル語通訳窓口を設置し、円滑
に手続き等ができるよう支援します。また、住民の多国籍化に対応するため、情報
発信ツールの充実を図ります。

【主な経費】

西美濃創生広域連携推進協議会負担金

移住定住促進PRパンフレット作成

【主な経費】

ふるさと回帰支援センター負担金

（　担当：　企画調整課  地域振興係　）

　移住定住の促進を図り人口減少に歯止めをかけるため、広域でのPR活動や、東京
圏等からの移住者に対し補助金を交付します。

ポルトガル語窓口業務（会計年度任用職員報酬）

（　担当：　企画調整課  地域振興係　）

【1】協働

【7】行財政運営

東京圏からの移住支援事業補助金
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【款】2 総務費

（千円）【項】1 総務管理費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

6 企画費 ○ 提案型協働事業 ≪ 継続 ≫ 1,000 千円 1,000

－ 1  協働

◆ 150 千円

◆ 800 千円

◆ 50 千円

6 企画費 ◎ 結婚新生活支援事業 ≪ 拡充 ≫ 1,800 千円 1,200 600

県補助金 － 3 ﾀｳﾝﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ

･移住定住

◆ 1,800 千円

　地域の多様な課題について提案を募集し、提案団体と町が協働しながら解決に取
り組むための事業を実施します。

【主な経費】

団体提案型補助金

グループ提案型補助金

【1】協働

【7】行財政運営

行政提案型補助金

　結婚して町内で新生活を始める夫婦を対象に、住宅の取得費や家賃、引越費用等
を補助します。

【主な経費】

結婚新生活支援事業補助金

（　担当：　企画調整課  地域振興係　）

（　担当：　企画調整課  地域振興係　）
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【款】2 総務費

（千円）【項】1 総務管理費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

6 企画費 ○ ふるさと納税の推進事業 ≪ 継続 ≫ 57,004 千円 57,004

－ 3 ﾀｳﾝﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ

･移住定住

◆ 57,000 千円

◆ 4 千円

6 企画費 ◎ 空き家対策事業 ≪ 継続 ≫ 1,746 千円 600 1,146
－ 5  空き家等対策

国補助金

450

県補助金

150

◆ 99 千円

◆ 198 千円

◆ 900 千円

◆ 549 千円

　多くの人に垂井町を応援していただき、さらに垂井町を知っていただけるよう魅
力的なお礼の品を揃え、ふるさと納税を推進します。

【主な経費】

ふるさと納税管理業務委託料

（　担当：　企画調整課  企画係　）

空き家相談及び利活用提案業務委託料（3件）

空き家バンク登録調査業務委託料（3件）

【7】行財政運営

　地域の生活環境に深刻な影響を及ぼす特定空家等が発生しないよう、相談会等に
より空き家の適正な管理を促進するとともに、空き家バンク等により有効な利活用
の推進を図ります。また、倒壊等の危険性のある空き家を除却する者に対し、除却
費を補助します。

ふるさと納税郵便振替手数料

【主な経費】

その他経費（委員報償、システム使用料等）

（　担当：　企画調整課  生活安全係　）

老朽危険空家等除却事業補助金（3件）

【3】都市基盤・環境
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【款】2 総務費

（千円）【項】1 総務管理費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

6 企画費 ○ 行政改革の推進事業 ≪ 継続 ≫ 130 千円 130

－ 2 財政運営

◆ 126 千円

◆ 4 千円

6 企画費 ○ 行政のデジタル化（DX）推進事業 ≪ 継続 ≫ 3,058 千円 3,058
－ 1  行政運営

◆ 10 千円

◆ 377 千円

◆ 534 千円

◆ 264 千円

◆ 671 千円

◆ 832 千円

◆ 198 千円

◆ 40 千円

◆ 132 千円

県域統合型ＧＩＳセンターオフィスパッケージ利用料

音声認識ソフト使用料

行政相談自動応答システム使用料

オンライン申請システム使用料

　行政経費が増加していく中、歳入を支える環境が厳しいことから持続可能な健全
財政が求められています。そのため、事務事業について不断の見直しを行い、行政
改革を推進していきます。

【主な経費】

行政改革審議会委員報酬

行政改革審議会委員食糧費

（　担当：　企画調整課　行政改革・デジタル推進室　）

県域統合型ＧＩＳ利用料

オンライン会議ソフトアカウント使用料

ゼンリン地図ＤＸ使用料

（　担当：　企画調整課　行政改革・デジタル推進室　）

【7】行財政運営

　データとデジタル技術を活用して、社会のニーズを基に、行政サービスをより使
いやすいものに変革します。

【主な経費】
デジタル推進諸経費（消耗品）

ビジネスチャット（庁内コミュニケーションツール）使用料

【7】行財政運営
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【款】2 総務費

（千円）【項】1 総務管理費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

7 電算管理費 ○ 安心安全なシステム稼働環境の整備事業 ≪ 継続 ≫ 156,656 千円 221 156,435

諸収入 － 1  行政運営

◆ 12 千円

◆ 3,100 千円

◆ 1,421 千円

◆ 31,579 千円

◆ 108,183 千円

◆ 2,864 千円

◆ 100 千円

◆ 6,296 千円

◆ 3,101 千円

8 交通安全対策費 ○ 交通安全施設の新設・管理事業 ≪ 継続 ≫ 3,401 千円 3,401

－ 2  生活安全

◆ 1,600 千円

◆ 100 千円

◆ 800 千円

◆ 901 千円

　行政サービス展開に必要となる各業務システムが安心安全に稼動するため、町の
情報資産の維持管理を確実に行います。併せて、高度な情報ネットワークセキュリ
ティ水準を継続して維持し、個人情報漏洩対策を徹底します。また、障害発生時に
おける情報保全と迅速なシステム復旧を実現します。

交通安全施設修繕料
・カーブミラー、赤色回転灯等

交通安全注意喚起看板設置業務委託料

交通安全施設設置工事
・カーブミラー、赤色回転灯等

交通安全施設電気料金等

（　担当：　企画調整課  生活安全係　）

（　担当：　総務課  電算係　）

住民情報システム及び機器等リース料

自治体情報セキュリティ向上プラットフォーム利用料

岐阜情報スーパーハイウェイ及び県情報セキュリティクラウド
負担金

社会保障・税番号制度中間サーバ交付金

地域イントラネット回線利用料等

【主な経費】

【7】行財政運営

※端末機等使
用料

【主な経費】
電算技術研修旅費等

電算関係消耗品購入費、修繕料

住民情報システム等保守委託料

財務会計システムインボイス制度対応業務委託料

【2】安全・安心　

　自治会要望等に応じ、危険箇所にカーブミラーや赤色回転灯、注意喚起看板など
交通安全施設の設置や修繕等の管理を行います。
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【款】2 総務費

（千円）【項】1 総務管理費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

10 諸費 ○ 防犯カメラ設置事業 ≪ 継続 ≫ 600 千円 600

－ 2  生活安全

◆ 600 千円

10 諸費 ○ 自治会活動支援事業 ≪ 継続 ≫ 13,614 千円 358 13,256

県委託金 － 1  協働

◆ 193 千円

◆ 12,221 千円

◆ 集会所設置事業等補助金（笹原・東２-２集会所） 1,140 千円

◆ 60 千円広報板等設置事業補助金

（　担当：　企画調整課  地域振興係　）

　犯罪のない安全・安心なまちづくりを推進するため、自治会などが設置する防犯
カメラの経費について、補助金を交付します。

【主な経費】

防犯カメラ設置事業補助金（３件）

（　担当：　企画調整課  生活安全係　）

連合自治会連絡協議会運営補助金

　町民生活の向上と、町政の普及及び単位自治会の民意の反映を主目的とする町連
合自治会連絡協議会に対して、円滑な自治会運営促進のため補助金を交付します。

【主な経費】

自治会長会議の開催

【1】協働

【2】安全・安心　
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【款】2 総務費

（千円）

2 賦課徴収費 ○ 町税等徴収体制強化事業 ≪ 継続 ≫ 172 千円 172

－ 2  財政運営

◆ 17 千円

◆ 95 千円

◆ 60 千円

2 賦課徴収費 ○ 固定資産課税台帳整備事業 ≪ 継続 ≫ 16,733 千円 16,733

－ 2  財政運営

◆ 16,733 千円

2 賦課徴収費 ○ ≪ 継続 ≫ 7,187 千円 7,187

－ 2  財政運営

◆ 7,187 千円

（　担当：　税務課  資産税係　）

【7】行財政運営

  町全域の航空写真撮影成果により作成したデジタルオルソ画像を利活用し、家屋
の経年異動調査、地目異動の写真判定調査等を実施することにより適正な課税客体
の把握に務め、公平かつ公正な固定資産の評価を実現します。

【主な経費】

航空写真撮影・デジタルオルソ画像作成業務委託料

航空写真撮影・デジタルオルソ画像作成事業

【7】行財政運営

　町税及び税外収入の徴収を強力に推進するため、収納向上対策連絡会を通じて関
係課が連携し、また、滞納管理システムを活用して滞納者の情報共有を図ることに
より、総合的な滞納整理及び徴収事務を実施します。

【主な経費】

警告書等色上質紙・色封筒

（　担当：　税務課  資産税係　）

（　担当：　税務課  収納対策室　）

【7】行財政運営

  固定資産税の評価額算定業務の基礎となる課税資料を整備し、課税客体の適正な
捕捉と町内全域の土地評価額のバランスを図り公平かつ公正な課税業務を実現しま
す。

【主な経費】

固定資産課税台帳整備業務委託料
【債務負担行為（令和4年度～令和5年度）】

【項】2 徴税費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

滞納整理用公用車燃料費、高速道路使用料、駐車料金

預貯金調査手数料、預金調査等回答返信用切手購入費

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他
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【款】2 総務費

（千円）【項】2 徴税費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

2 賦課徴収費 ○ ≪ 新規 ≫ 3,860 千円 3,860

－ 2  財政運営

◆ 3,860 千円

2 賦課徴収費 ○ ≪ 新規 ≫ 271 千円 271

－ 2  財政運営

◆ 271 千円

（　担当：　税務課  住民税係　）

（　担当：　税務課  住民税係　）

【7】行財政運営

　金融機関への預貯金照会を現在の紙ベースでの照会から預貯金照会業務の電子化
サービス「pipitLINQ」を利用した電子照会に切り替え、業務の効率化を図ります。

【主な経費】
預貯金照会電子サービス手数料

預貯金調査の電子化事業

【7】行財政運営

　令和6年度分以後の個人住民税特別徴収税額通知（納税義務者用）について、特別
徴収義務者から申し出があった場合に、eLTAXにより特別徴収義務者を経由し電子で
納税義務者に提供するためシステムを改修します。

【主な経費】

特別徴収税額通知（納税義務者用）の電子化業務委託料

特別徴収税額通知（納税義務者用）の電子化
事業
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【款】2 総務費

（千円）

1 戸籍住民基本
台帳費

○ ≪ 継続 ≫ 19,685 千円 5,833 5,778 8,074

国補助金 － 1  行政運営

◆ 1,090 千円

◆ 4,684 千円

◆ 53 千円

◆ 878 千円

◆ 7,403 千円

◆ 2,928 千円

◆ 2,649 千円

1 戸籍住民基本
台帳費

○ ≪ 継続 ≫ 18,230 千円 17,664 566

国補助金 － 1  行政運営

◆ 71 千円

◆ 1,206 千円

◆ 366 千円

◆ 11,567 千円

◆ 5,020 千円

マイナンバーカードの交付に係る郵便料、消耗品等

マイナンバーカード交付関連会計年度任用職員報酬等

【項】3 戸籍住民基本台帳費

マイナンバーカード交付関連事務労働者派遣業務委託料

【7】行財政運営

戸籍総合システムリース料

第6次総合計画
の位置付け

住基ネットシステムリース料

戸籍システムクラウドハードウェアリース料

財　　源　　内　　訳
特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

戸籍システム及び住基ネットワークシステム
の充実

使用料及び
手数料
※戸籍等手数
料

（　担当：　住民課  戸籍係　）

マイナンバーカード申請補助端末リース料

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

　戸籍システム及び住民基本台帳ネットワークシステムを充実させ、円滑な事務処
理と住民サービスの向上を図ります。

【主な経費】

各種証明用カード本人確認・裏書機保守業務委託料

マイナンバーカード交付推進事業

住基ネットシステム保守業務委託料

　HP、広報などを活用し、マイナンバーカード交付に関する事務を円滑に実施し、
マイナンバーカードの交付率と住民サービスの向上を推進します。

【主な経費】

（　担当：　住民課  戸籍係　）

戸籍総合システム戸籍事務内連携機器保守業務委託料

戸籍システムクラウド利用料／戸籍システムクラウドネットワーク利用料

戸籍総合システム戸籍事務内連携機能整備業務委託料

【7】行財政運営
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【款】2 総務費

（千円）【項】3 戸籍住民基本台帳費

第6次総合計画
の位置付け

財　　源　　内　　訳
特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

1 戸籍住民基本
台帳費

○ 各種証明書のコンビニ交付サービス事業 ≪ 継続 ≫ 5,612 千円 475 5,137

－ 1  行政運営

◆ 235 千円

◆ 396 千円

◆ 4,290 千円

◆ 691 千円

（　担当：　住民課  戸籍係　）

コンビニ交付連携保守業務委託料

コンビニ交付サービスクラウド利用料

【7】行財政運営

　住民の利便性の向上や窓口の混雑緩和を図るために令和3年10月から行っている、
諸証明の「コンビニ交付サービス」を引き続き円滑に運営するとともに、コンビニ
交付サービスの利用率の向上を推進します。

【主な経費】

証明書交付センター運営負担金

コンビニ交付証明書発行手数料等

使用料及び
手数料
※戸籍等手数
料（コンビ
ニ）
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【款】3 民生費

（千円）

1 社会福祉総務費 ○ ≪ 継続 ≫ 219 千円 219

－ 2  高齢福祉

－ 3  障がい福祉

◆ 120 千円

◆ 99 千円

1 社会福祉総務費 ○ 人権啓発推進事業 ≪ 継続 ≫ 119 千円 58 61

県補助金 － 2  人権

◆ 119 千円

成年後見制度利用支援機関の運営等事業 【5】福祉・健康

　認知症や知的・精神障がいがある方への成年後見制度の利用を支援する中核機関
を整備すると共に、養老町、関ケ原町と共同で広域の権利擁護支援推進協議会を運
営・開催し、権利擁護や成年後見制度の利用促進を図ります。

【主な経費】

権利擁護支援推進協議会委員報償

中核機関支援業務委託料

（担当：健康福祉課  社会福祉係  障がい福祉係 地域包括支援センター）

【項】1 社会福祉費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

【1】協働

　あらゆる差別をなくし、一人ひとりがお互いの人権を尊重できる社会にするた
め、リーフレットを作成・配布し、人権啓発を推進します。

【主な経費】

人権啓発リーフレット作成費

（　担当：　健康福祉課  社会福祉係　）
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【款】3 民生費

（千円）【項】1 社会福祉費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

4 福祉医療費 ◎ 福祉医療費助成事業 ≪ 継続 ≫ 281,304 千円 90,961 9,840 180,503

県補助金 諸収入 － 4  健康・医療

◆ 270,000 千円

◆ 3,751 千円

◆ 619 千円

◆ 6,700 千円

◆ 234 千円

5 老人福祉費 ○ 老人クラブ活動への支援事業 ≪ 継続 ≫ 2,758 千円 1,359 1,399

県補助金 － 2  高齢福祉

◆ 1,100 千円

◆ 1,658 千円

（　担当：　健康福祉課  社会福祉係　）

町老人クラブ連合会運営費補助金
・健康づくり、すこやか楽団育成等

単位老人クラブ補助金
・クラブ数：29クラブ

（　担当：　健康福祉課  高齢福祉係　）

福祉医療費助成費

郡医師会福祉医療協力費

福祉医療審査支払手数料

受給者証印刷製本費等

　老人クラブ会員の健康維持と増進、各会員の相互の親睦と融和を図り、高齢者の
生きがいと健康づくりを推進するため補助金を交付します。

【主な経費】

【5】福祉・健康

【5】福祉・健康

【主な経費】

県歯科医師会福祉医療協力費

　乳幼児等、重度心身障がい者、ひとり親家庭の保健の向上及び福祉の増進を図
り、経済的負担を軽減させることを目的として、医療費の自己負担額の一部又は全
額を助成します。

※高額療養費
返還金
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【款】3 民生費

（千円）【項】1 社会福祉費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

5 老人福祉費 ○ ふれあい長寿フェアの開催 ≪ 継続 ≫ 2,203 千円 2,203

－ 2  高齢福祉

◆ 803 千円

◆ 759 千円

◆ 264 千円

◆ 377 千円

5 老人福祉費 ◎ 長寿お祝い商品券発行事業 ≪ 新規 ≫ 5,445 千円 5,445

－ 2  高齢福祉

◆ 4,349 千円

◆ 1,096 千円

【5】福祉・健康

招待者送迎用バス運行業務委託料

【主な経費】

公演（演芸、音響、照明）業務委託料

　高齢者の健康づくりと生きがいづくりのため、敬老のお祝いのイベントを開催し
ます。なお、段階的な対象年齢の引上げを行い、令和５年度は７９歳以上の方を対
象として実施します。

【主な経費】

　地域社会の発展に貢献された高齢者に対する祝意を表し、地域経済の活性化に資
することを目的として、長寿フェアの対象年齢者（令和５年度は７９歳以上）に対
して、地域振興商品券（1,000円分／1人）を贈ります。また、長寿の節目を迎えら
れた方をお祝いする長寿者褒賞事業において、喜寿、米寿、白寿の方へのお祝品と
して地域振興商品券を贈ります。

長寿お祝い商品券発行事業補助金

商品券郵送料

【5】福祉・健康

（　担当：　健康福祉課  高齢福祉係　）

（　担当：　健康福祉課  高齢福祉係　）

参加者配付品購入費

イベント準備関係費（印刷製本費、通信運搬費等）
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【款】3 民生費

（千円）【項】1 社会福祉費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

5 老人福祉費 ○ ひとり暮らし高齢者等見守り訪問事業 ≪ 拡充 ≫ 1,777 千円 1,777

－ 2  高齢福祉

◆ 1,777 千円

5 老人福祉費 ○ 高齢者タクシー利用助成事業 ≪ 継続 ≫ 2,762 千円 2,762

－ 2  高齢福祉

◆ 2,700 千円

◆ 62 千円

6 老人福祉施設費 ○ 老人福祉センターの運営の充実 ≪ 継続 ≫ 7,805 千円 12 7,793

－ 2  高齢福祉

◆ 4,499 千円

◆ 3,026 千円

◆ 280 千円

【主な経費】

老人福祉センター管理委託料等

維持管理費（消耗品費、光熱水費、燃料費等）

施設修繕料

（　担当：　健康福祉課  高齢福祉係　）

【主な経費】

（毎月訪問、定期調査、緊急対応）

【5】福祉・健康

【主な経費】

助成券印刷製本費

（　担当：　健康福祉課  高齢福祉係　）

【5】福祉・健康

　老人の健康増進、教養の向上及びレクリエーションのための便宜を総合的に供与
し老人福祉の向上に資するため、健康づくりや生きがい活動の拠点として充実を進
め、地域福祉活動の展開を図ります。

高齢者タクシー利用助成事業

【5】福祉・健康

　高齢者が通院、買物など日常生活における移動手段としてタクシーを利用する場
合に料金の一部を支給し、高齢者の移動支援や外出促進を図ります。

（　担当：　健康福祉課  高齢福祉係　）

　見守りが必要なひとり暮らし高齢者を訪問して安否確認等を行い、高齢者が住み
慣れた地域で安心して生活できる環境づくりを支援します。また、定期的にチェッ
クシートを活用した状況把握を行い、適切な支援につなげ、介護の重度化予防やき
め細かな見守り支援を図ります。

使用料及び
手数料
※民生使用料

ひとり暮らし高齢者見守り訪問事業委託料
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【款】3 民生費

（千円）【項】1 社会福祉費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

8 社会福祉施設費 ◎ 福祉事業所けやきの家事業 ≪ 拡充 ≫ 12,556 千円 6,000 6,556

－ 3  障がい福祉
基金繰入金

4,000

町債

2,000

◆ 4,200 千円

◆ 4,256 千円

◆ 2,100 千円

◆ 2,000 千円

11 障害者福祉費 ○ 障害者福祉手当支給事業 ≪ 継続 ≫ 22,000 千円 22,000
－ 3  障がい福祉

◆ 22,000 千円

　けやきの家では現在、指定管理にて事業運営を行っていますが、就労支援B型事業
について、定員を超える利用希望があるため定員拡大に向け施設の改修を行いま
す。また、送迎サービスを導入する事により、利用者の利便性向上を図ります。

【主な経費】

改修工事設計業務委託料

利用者送迎用車両購入（備品購入費等）

大会議室空調設備改修工事

指定管理委託料

（　担当：　健康福祉課  障がい福祉係　）

【5】福祉・健康

（　担当：　健康福祉課  障がい福祉係　）

・対 象 者：身体障害者手帳1～3級
　　　　　　療育手帳A・A1・A2
　　　　　　精神障害者保健福祉手帳1・2級

　障がい者の福祉の増進を図るため、身体、精神などに重度の障がいを有する者に
対して、障害者福祉手当を支給します。

【主な経費】

・支給金額：月額2,200円（身障1・2級、療育、精神）
　　　　　　月額1,650円（身障3級）

【5】福祉・健康

障害者福祉手当支給費
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【款】3 民生費

（千円）【項】1 社会福祉費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

11 障害者福祉費 ○ 地域生活支援事業 ≪ 継続 ≫ 26,207 千円 14,802 11,405
－ 3  障がい福祉

国補助金

9,868

県補助金

4,934

◆ 359 千円

◆ 329 千円

◆ 242 千円

◆ 6,790 千円

◆ 154 千円

◆ 3,484 千円

◆ 2,512 千円

◆ 5,679 千円

◆ 400 千円

◆ 140 千円

◆ 2,965 千円

◆ 1,370 千円

◆ 579 千円

◆ 1,204 千円

（　担当：　健康福祉課  障がい福祉係　）

日中一時支援事業
自動車運転免許取得・改造助成事業

日常生活用具給付等事業
手話奉仕員養成研修事業
移動支援事業
訪問入浴サービス事業

【主な経費】

障害支援区分認定調査等事務
基幹相談支援センター事業
知的障がい者相談支援事業
精神障がい者相談支援事業
精神障がい者地域活動支援センター事業

理解促進研修・啓発事業
成年後見制度利用支援事業
意思疎通支援事業

【5】福祉・健康

　障がい児・者及びその家族の自立した日常生活又は社会生活を営むことができる
よう相談支援事業、移動支援事業等を事業所に委託するなどの方法により実施し、
対象者の福祉の増進を図ります。また、日常生活用具の給付、自動車運転免許取
得・改造の助成等を実施し、日常生活の便宜を図ります。
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【款】3 民生費

（千円）【項】1 社会福祉費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

11 障害者福祉費 ○ 障害福祉サービス費等給付事業 ≪ 継続 ≫ 450,667 千円 336,904 113,763

－ 3  障がい福祉

国負担金

224,602

県負担金

112,302

◆ 436,783 千円

◆ 8,230 千円

◆ 460 千円

◆ 794 千円

◆ 667 千円

◆ 3,733 千円

11 障害者福祉費 ○ 自立支援医療費等給付事業 ≪ 継続 ≫ 30,706 千円 23,004 7,702

－ 3  障がい福祉

国負担金

15,336

県負担金

7,668

◆ 30,673 千円

◆ 33 千円

（　担当：　健康福祉課  障がい福祉係　）

【主な経費】

自立支援医療費（更生医療・育成医療）・療養介護医療費

自立支援医療審査支払手数料

【5】福祉・健康

　身体障害者手帳の交付を受けた者又は身体に障がいを有する児童に対し、日常生
活や社会生活等を維持・向上させるため、その障がいを除去、軽減する手術等の治
療に対して必要な医療費等の支給を行います（更生医療・育成医療）。
　また、医療的なケアに加え常時介護を必要とする障がい者に対し、医療機関にお
いて機能訓練、療養上の管理、看護などの支援のうち医療に係る費用を支給します
（療養介護医療費）。

（　担当：　健康福祉課  障がい福祉係　）

障害福祉サービス等利用者負担助成

障害介護給付費支払手数料

補装具費

【5】福祉・健康

　障がい者等が住み慣れた地域で日常生活及び社会生活を送ることができるよう、
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づき、障害福祉
サービス費等（居宅介護、短期入所、生活介護、就労継続支援など）を給付しま
す。また、身体的機能を補完することを目的に補装具費を支給します。

【主な経費】

障害福祉サービス費等

相談支援給付費等

高額障害福祉サービス等給付費
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【款】3 民生費

（千円）

1 児童福祉総務費 ○ 障害児施設給付費等給付事業 ≪ 継続 ≫ 100,302 千円 74,953 25,349

－ 3  障がい福祉
国負担金

49,969

県負担金

24,984

◆ 96,011 千円

◆ 3,819 千円

◆ 109 千円

◆ 61 千円

◆ 302 千円

1 児童福祉総務費 ○ 子ども・子育て支援事業計画策定事業 ≪ 新規 ≫ 3,500 千円 3,500

－ 1  子育て

◆ 3,500 千円

（　担当：　子育て推進課  子育て政策係　）

【5】福祉・健康

　子どもが健やかに心豊かに育ち、親が子育てに喜びを感じることができるよう、
子どもの育ちと子育て支援に関する総合的な計画である「第３期子ども・子育て支
援事業計画」を策定します。

【主な経費】

子ども・子育て支援事業計画策定支援業務委託料
【債務負担行為（令和6年度）】

　発達に支援が必要な児童に対して、将来的に地域で自立して暮らすことができる
よう、児童福祉法に基づき、障害児通所給付費等（児童発達支援、放課後等デイ
サービスなど）を給付します。

高額障害児通所給付費

【主な経費】

障害児通所給付費等

障害児相談支援給付費等

障害福祉サービス等利用者負担助成

障害児通所給付費等支払手数料

【項】2 児童福祉費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

（　担当：　健康福祉課  障がい福祉係　）

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

【5】福祉・健康
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【款】3 民生費

（千円）【項】2 児童福祉費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

1 児童福祉総務費 ◎ 保育士確保対策事業 ≪ 新規 ≫ 800 千円 800

－ 1  子育て

◆ 800 千円

2 児童福祉施設費 ○ 児童発達支援事業の充実 ≪ 継続 ≫ 40,804 千円 10,855 29,949

－ 1  子育て

24

諸収入
※負担金

◆ 37,315 千円 24

◆ 1,049 千円
※給付金

◆ 2,440 千円 10,807

【5】福祉・健康

　発達に支援が必要な就学前児童に対して、日常生活における基本的な動作の指導
や集団生活への適応訓練などを行うため、いずみの園を開設し、児童発達支援事業
を実施します。

【主な経費】

補助金（保育士確保対策事業補助金）

（　担当：　子育て推進課  子育て支援係　）

施設管理費等（光熱水費、修繕料、保険料等）

指導関係費（報償費、消耗品、食糧費、備品等）

職員・会計年度任用職員人件費

　保育人材を確保するため、町内認定こども園で就労を始める保育士に対し、就職
準備費用や転入費用について補助金を交付します。

【主な経費】

【5】福祉・健康

分担金及び
負担金
※利用者負担
金

（　担当：　子育て推進課  子育て支援係　）
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【款】3 民生費

（千円）【項】2 児童福祉費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

2 児童福祉施設費 ○ 子育て支援センター事業 ≪ 継続 ≫ 11,558 千円 6,864 43 4,651

諸収入 － 1  子育て

国補助金 ※負担金

3,432

県補助金

3,432

◆ 10,332 千円

◆ 1,226 千円

2 児童福祉施設費 ○ 一時保育事業の実施 ≪ 拡充 ≫ 8,120 千円 3,200 2,076 2,844

－ 1  子育て
国補助金

1,600 ※保育料

県補助金

1,600

◆ 7,330 千円

◆ 450 千円

◆ 340 千円

会計年度任用職員人件費

行事用報償費、消耗品費、保険料等

【5】福祉・健康

　子育てに不安や悩みのある方、お子さんを遊ばせる場所がない方などのために、
育児相談や遊び方指導などを実施します。子育て相談、親子講座なども行います。

【5】福祉・健康

（　担当：　子育て推進課  子育て支援係　）

【実施場所】

（　担当：　子育て推進課  子育て支援係　）

・垂井こども園

【実施場所】

分担金及び
負担金

　近年の核家族化の進行、出生率の低下等に対して地域全体で子育て家庭を支援す
るための事業を実施します。

・垂井こども園内、垂井東こども園内の2箇所

【主な経費】

賄い材料（給食・おやつ代）

管理費等

会計年度任用職員人件費

　保護者の短時間就労、緊急の疾病等により一時的に保育が必要な場合に対応する
ため、一時保育事業を実施します。令和5年度は利用対象年齢の引き下げを実施し、
サービス拡充を図ります。

【主な経費】
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【款】3 民生費

（千円）【項】2 児童福祉費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

5 児童措置費 ○ 児童手当支給事業 ≪ 継続 ≫ 366,334 千円 309,944 56,390

－ 1  子育て

国負担金

253,768

56,176

◆ 366,120 千円

◆ 214 千円

7 留守家庭児童教室費 ◎ 留守家庭児童教室の運営事業 ≪ 拡充 ≫ 53,149 千円 15,598 20,223 17,328

－ 1  子育て
国補助金 使用料及び

手数料
7,714

県補助金

7,884 20,076

◆ 42,631 千円 1

◆ 1,390 千円 諸収入

◆ 9,128 千円 ※負担金

146

【5】福祉・健康

消耗品費、印刷製本費等

児童手当支給費

（　担当：　子育て推進課  子育て支援係　）

【5】福祉・健康

県負担金

その他運営に係る経費

自動車借上料

会計年度任用職員等人件費

【主な経費】

　児童の心身の健全な育成を図るため、留守家庭児童教室を運営し、保護者の就労
等により放課後の家庭において保護が受けられない児童を保育します。
　令和5年度からは、東小学校留守家庭児童教室での集中開室により、毎週土曜日開
室します。

（　担当：　子育て推進課  子育て政策係　）

※督促手数料

※留守家庭保
育料

　次代の社会を担う子どもの健やかな育ちを応援するため、児童手当を支給しま
す。

【主な経費】
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【款】4 衛生費

（千円）

4 公害対策費 ○ 河川、大気の定期検査事業 ≪ 継続 ≫ 888 千円 888

－ 8  環境

◆ 30 千円

◆ 587 千円

◆ 13 千円

◆ 78 千円

◆ 180 千円

5 環境衛生費 ○ 海岸漂着物等対策事業 ≪ 新規 ≫ 207 千円 207

－ 8  環境

◆ 127 千円

◆ 80 千円

大気測定検査（降下ばいじん）手数料
（3箇所／年2回）

【3】都市基盤・環境

　海へと続く相川から、新たな海洋汚染を引き起こさないよう、住民と協働で清掃活
動を実施するとともに、海洋ごみ問題に関する学習会を開催します。

【主な経費】

ごみ拾い活動用資材購入費

海洋ごみ問題学習会委託料

（　担当：　住民課  環境衛生係　）

【3】都市基盤・環境

【項】1 保健衛生費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

　環境汚染を未然に防止するため、町内河川及び井戸の水質、悪臭及び大気の状況に
ついて測定を行います。

【主な経費】

河川水定期水質検査・井戸水水質検査手数料
（河川10箇所／年2回・井戸3箇所／年1回）

旧柳原工業の地下水・排水水質検査手数料
（2箇所／年1回）

（臨時）水質検査手数料
（PH、BOD、COD、SS）

（臨時）悪臭物質濃度測定手数料
（特定悪臭物質）

（　担当：　住民課  環境衛生係　）
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【款】4 衛生費

（千円）【項】1 保健衛生費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

5 環境衛生費 ○ 斎場施設の適正管理事業 ≪ 継続 ≫ 13,500 千円 11,000 2,500

－ 8  環境

基金繰入金

3,000

町債

8,000

◆

◆

5 環境衛生費 ○ 太陽光発電設備等設置事業 ≪ 継続 ≫ 7,459 千円 7,459

（県補助金：令和4年度～令和5年度） 県補助金 － 8  環境

◆ 7,459 千円

（太陽光発電設備設置補助：7万円／kW　上限5㎾）

（蓄電池設置補助：蓄電池の価格の3分の1の額　上限5㎾h）

【3】都市基盤・環境

【3】都市基盤・環境

　斎場の機能維持及び長寿命化を図るため、火葬炉の定期的な維持補修工事及び変圧
器など、高圧機器の更新工事を実施します。

斎場火葬炉設備補修工事

【主な経費】

斎場高圧機器等更新工事

（　担当：　住民課  環境衛生係　）

13,500 千円

　再生可能エネルギーの利用促進と、温室効果ガスの排出削減を図るため、住宅の敷
地内に設置する太陽光発電設備などの費用の一部を補助します。

【主な経費】

太陽光発電設備等設置費補助金

（　担当：　住民課  環境衛生係　）
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【款】4 衛生費

（千円）【項】1 保健衛生費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

5 環境衛生費 ○ 浄化槽設置整備事業 ≪ 継続 ≫ 7,728 千円 5,152 2,576

－ 7  下水道
国補助金

2,576

県補助金

◆ 7,728 千円

6 保健センター費 ○ 健康相談・健康教室の開催 ≪ 継続 ≫ 417 千円 254 163

県補助金 － 4  健康・医療

◆ 60 千円

◆ 161 千円

◆ 196 千円

【3】都市基盤・環境

【主な経費】

2,576

（　担当：　保健センター　）

【5】福祉・健康

　保健センターなど公共施設において健康相談を定期的に実施し、参加住民の健康状
態の確認及び生活習慣病に関する説明を行います。また、健康診査の結果により、生
活習慣病予備群を対象とした健康教室を開催します。

生活習慣病予防セミナー委託料

講師謝礼（医師による健康講話：2回分）

消耗品費（健康手帳、パンフレット等）

（　担当：　住民課  環境衛生係　）

【主な経費】

　河川等の汚染防止のため、合併処理浄化槽設置に対し、補助金を交付します。（下
水道認可区域を除く。）

浄化槽設置整備事業補助金
（50人槽以下の合併処理浄化槽新設費用の一部を補助）
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【款】4 衛生費

（千円）【項】1 保健衛生費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

6 保健センター費 ◎ 子育て世代包括支援センター運営事業 ≪ 拡充 ≫ 21,248 千円 840 20,408

－ 1  子育て
国補助金

753

県補助金

◆ 15,599 千円

◆ 510 千円

◆ 294 千円

◆ 47 千円

◆ 2,130 千円

◆ 2,087 千円

◆ 167 千円

◆ 348 千円

◆ 66 千円

母子保健推進員訪問報償等

《産後ケア事業》

多胎家庭支援事業委託料

（　担当：　保健センター　）

産後ケア事業委託料

《多胎家庭支援事業》

《妊娠期の教室の開催》

妊婦歯科健康診査委託料等

保健師等会計年度任用職員報酬等

妊産婦健康診査委託料（助成回数：単胎14回分、多胎19回分）
等

《妊婦・産婦健康診査費の助成》

テキスト購入費等

健康診査医師報償、歯科医師派遣委託料

《乳幼児健康診査の実施》

妊産婦健康診査委託外医療機関等受診費用助成金

【5】福祉・健康

　母子保健及び子育ての一体的な支援の提供を行うため子育て世代包括支援センター
を設置し、妊娠・出産・育児期の多様な支援のニーズにワンストップで対応します。

【主な経費】
87

《赤ちゃん訪問の実施》
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【款】4 衛生費

（千円）【項】1 保健衛生費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

6 保健センター費 ◎ 妊娠を望む夫婦への支援事業 ≪ 拡充 ≫ 3,325 千円 3,325

－ 1  子育て

◆ 3,325 千円

6 保健センター費 ○ 食育の推進事業 ≪ 継続 ≫ 717 千円 170 547

諸収入 － 4  健康・医療
※負担金

◆ 110 千円

◆ 6 千円

◆ 177 千円

◆ 416 千円

◆ 8 千円

【5】福祉・健康

　健全な食生活を実現し健康寿命の延伸を図るため、栄養教室を通じて食生活改善推
進員を養成します。また、こども園、小中学校等と連携した食育教室、イベント時で
の普及活動など食生活改善推進協議会に委託し実施します。

【主な経費】

事業用消耗品（テキスト、パンフレット、割り箸、容器など）

事業用燃料費（ガス）

調理実習等賄材料費

【5】福祉・健康

　不妊治療を受けている夫婦の経済的軽減を図るため、体外受精など保険適用となる
不妊治療に要した自己負担分の一部を助成します。

（　担当：　保健センター　）

【主な経費】

不妊治療費助成金

食生活改善地区組織活動委託料

事業用借上料（ガス台）

（　担当：　保健センター　）
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【款】4 衛生費

（千円）【項】1 保健衛生費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

6 保健センター費 ○ 予防接種事業 ≪ 継続 ≫ 73,122 千円 1,048 72,074

－ 4  健康・医療

国補助金

942

県補助金

106

◆ 160 千円

◆ 542 千円

◆ 544 千円

◆ 70,000 千円

◆ 1,876 千円

6 保健センター費 ○ がん検診等事業 ≪ 継続 ≫ 24,814 千円 660 2,442 21,712

国補助金 諸収入 － 4  健康・医療
※負担金

◆ 19 千円

◆ 1,268 千円

◆ 1,313 千円

◆ 19,536 千円

◆ 2,128 千円

◆ 550 千円

【5】福祉・健康

　感染症予防のため、予防接種法に定める定期予防接種を町内医療機関等に委託し実
施します。また、任意予防接種（成人風しんワクチン）の費用を助成します。

【5】福祉・健康

（　担当：　保健センター　）

がん検診委託料

住民検診WEB予約サービスシステム使用料

予診票等作成費

予防接種委託料

任意予防接種費用等助成金

人間ドック委託料

　がんの早期発見・早期治療のため、大腸、胃、肺、前立腺、乳、子宮頸がん検診を
実施するとともに、乳及び子宮頸がん検診については、節目の年齢の住民に無料クー
ポンを送付し受診勧奨を行います。また、人間ドック受診者には、費用の一部を助成
します。

クーポン券郵送料、支払手数料

がん検診受診案内等郵送料

（　担当：　保健センター　）

【主な経費】

パンフレット等消耗品費

【主な経費】

がん検診手帳等購入費

受診票、無料クーポン券等作成費
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【款】4 衛生費

（千円）【項】1 保健衛生費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

6 保健センター費 ○ 30代健康診査事業 ≪ 継続 ≫ 1,555 千円 195 1,360

諸収入 － 4  健康・医療
※負担金

◆ 1,430 千円

◆ 125 千円

6 保健センター費 ○ 休日在宅当番・救急医療情報提供事業 ≪ 継続 ≫ 1,440 千円 416 1,024

諸収入 － 4  健康・医療
※負担金

◆ 840 千円

◆ 600 千円

6 保健センター費 ○ 健康づくり推進地区モデル事業 ≪ 継続 ≫ 20 千円 20

－ 4  健康・医療

◆ 20 千円

　早い段階から、生活習慣の改善を促し生活習慣病を予防するため、特定健康診査の
対象となる前段階の30歳代を対象に、特定健康診査に準じた健康診査を実施します。

【主な経費】

健康診査委託料

（　担当：　保健センター　）

【主な経費】

（　担当：　保健センター　）

【5】福祉・健康

　地区担当制の導入を検証しながら、保健師・栄養士による戸別訪問、健康づくり事
業の実施、出前講座などを活用し、モデル地区住民と協働して健康づくりを推進しま
す。

パンフレット等の購入

【5】福祉・健康

【5】福祉・健康

　祝日等の昼間における急病やケガに対し、住民が安心して診療を受けられるよう休
日在宅当番制を不破郡医師会に委託し、その実施費用の一部を助成します。

【主な経費】

休日在宅当番・救急医療情報提供事業委託料

歯科健康診査委託料

休日在宅当番医制運営費補助金
※30,000円／日×20日

（　担当：　保健センター　）
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【款】4 衛生費

（千円）【項】1 保健衛生費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

6 保健センター費 ○ こころの健康づくり事業 ≪ 継続 ≫ 101 千円 51 50

県補助金 － 4  健康・医療

◆ 34 千円

◆ 2 千円

◆ 25 千円

◆ 40 千円

6 保健センター費 ◎ 出産・子育て応援事業 ≪ 新規 ≫ 25,647 千円 18,992 6,655

－ 1 子育て

国補助金

15,594

県補助金

3,398

◆ 6,004 千円

◆ 137 千円

◆ 5,256 千円

◆ 14,250 千円

【5】福祉・健康

（　担当：　保健センター　）

メンタルチェックシステム「こころの体温計」使用料

普及啓発用ティッシュ

自殺対策推進協議会用湯茶

自殺対策推進協議会委員等報償

【5】福祉・健康

　町ホームページで公開するメンタルチェックシステム「こころの体温計」へのアク
セスにより、町民自らがメンタル面の問題に気づき、向き合う機会を設けさせるた
め、関係機関と連携し相談窓口等を紹介します。また、策定した町自殺対策計画の評
価を行い、計画の推進を図ります。

【主な経費】

諸経費（需用費、役務費）

出産・子育て応援事業システム改修委託料

出産･子育て応援給付金

（　担当：　保健センター　）

　全ての妊婦及び主に０歳から２歳までの乳幼児を養育する子育て世代を対象に、身
近で気軽に相談支援を受けることができるよう、伴走型支援の充実を図ります。ま
た、出産・子育て応援給付金（出産応援ギフト５万円、子育て応援ギフト５万円）を
給付することで、出産育児関連用品の購入費助成など経済的支援を図ります。

【主な経費】

会計年度任用職員報酬等
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【款】4 衛生費

（千円）

2 クリーンセンター費 ○ 焼却灰処理業務委託事業 ≪ 継続 ≫ 14,760 千円 14,760

－ 8  環境

◆ 14,760 千円

2 クリーンセンター費 ◎ ごみ処理施設等の充実 ≪ 継続 ≫ 95,000 千円 95,000

基金繰入金 － 8  環境

◆ 95,000 千円

3 塵芥処理費 ○ 不法投棄防止事業 ≪ 継続 ≫ 60 千円 60

－ 8  環境

◆
60 千円

【項】2 清掃費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

（　担当：　住民課  環境衛生係　）

燃焼設備改修等工事

　・炉内耐火物改修工事

（　担当：　クリーンセンター　　）

啓発看板交付
(不法投棄防止看板等、設置希望する個人・団体に無料交付）

　定期点検結果に基づき、効果的な改修工事、補修工事を施工し、施設の処理能力
維持を図ります。

【主な経費】

（　担当：　クリーンセンター    ）

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

【3】都市基盤・環境

　不法投棄防止のため、引き続き看板設置による啓発を行うとともに、不法投棄箇
所等を統合型GISにより管理のうえ、悪質なケースには移動式監視カメラを設置し警
察と連携した対応を行うなど、効率的に対策を講じていきます。

【主な経費】

　・燃焼用空気予熱器等改修工事

　・混練機等改修工事

　・ごみクレーン改修工事

【3】都市基盤・環境

　最終処分場の埋立可能量の確保を図るため、焼却灰の外部処理業務委託を行いま
す。

【主な経費】

焼却灰処理業務委託料

【3】都市基盤・環境
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【款】4 衛生費

（千円）【項】2 清掃費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

3 塵芥処理費 ○ エコパーク施設運営事業 ≪ 継続 ≫ 13,526 千円 2,552 10,974
諸収入 － 8  環境

◆ 8,429 千円

◆ 5,097 千円

3 塵芥処理費 ○ 循環型社会推進啓発事業 ≪ 継続 ≫ 416 千円 416

－ 8  環境

◆ 3 千円

◆ 413 千円

環境学習講師謝礼

委託料
（環境フェアなどの啓発イベントに係る経費）

（　担当：　住民課  環境衛生係　）

【3】都市基盤・環境

　循環型社会構築のため、エコドームで資源物の回収を行い、資源物の再利用及び
再資源化を推進するとともに、ごみの減量を図ります。

光熱水費、処理手数料、委託料等
（資源物をリサイクルするための施設維持管理費等）

（　担当：　住民課  環境衛生係　）

【主な経費】

管理運営に係る職員報酬等
(施設管理者、アシスタント、ボランティアに係る人件費等）

※売却代金等

【3】都市基盤・環境

　持続可能な循環型社会づくりを進めるため、環境学習会や環境イベントなどを行
い、環境意識の啓発を図ります。

【主な経費】
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【款】4 衛生費

（千円）【項】2 清掃費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

3 塵芥処理費 ○ 資源分別回収事業 ≪ 継続 ≫ 800 千円 800
－ 8  環境

◆ 800 千円

3 塵芥処理費 ○ 生ごみ処理容器等設置の奨励及び推進事業 ≪ 継続 ≫ 485 千円 485

－ 8  環境

◆ 335 千円

◆ 150 千円

【主な経費】

生ごみ処理容器等設置事業補助金
（個人購入の処理容器費用の1/2補助／30,000円限度）

生ごみ減量対策資材補助金
（指定団体購入の資材費用の1/2補助／30,000円限度）

（　担当：　住民課  環境衛生係　）

（　担当：　住民課  環境衛生係　）

【主な経費】

廃棄物資源分別回収事業奨励金
（資源回収を行った団体に1kgあたり5円補助）

【3】都市基盤・環境

　ごみ減量化のため、生ごみ処理容器等の購入者に対して、補助金を交付します。

【3】都市基盤・環境

　廃棄物の再資源化促進のため、地域やPTAなどの団体による集団資源回収の実績に
応じ、補助金を交付します。
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【款】5 労働費

（千円）

1 労働諸費 ○ 勤労者、離職者支援事業 ≪ 継続 ≫ 1,013 千円 1,013

－ 1  商工業

◆ 108 千円

◆ 60 千円

◆ 845 千円

1 労働諸費 ○ 雇用促進奨励事業 ≪ 継続 ≫ 100 千円 100

－ 1  商工業

◆ 100 千円

・対　象：国のトライアル雇用制度を利用した町内の事業所
・条　件：町内在住者を引き続き3か月以上常用雇用した場合

（　担当：　産業課  商工観光係　）

【主な経費】

雇用促進奨励事業補助金

（　担当：　産業課  商工観光係　）

【4】産業・交流　

　若年者及び中高年齢者の雇用の推進と安定を図るため、常用雇用者を雇用する事
業者を支援します。

・補助額：1人あたり10万円

【4】産業・交流　

　誰もが健康的に働くことができる環境づくりを目指し、雇用推進及び勤労者の生
活安定を図るため、支援事業を実施します。

【主な経費】

勤労者離職支援金
・乳幼児、 小中高生を扶養する勤労者の離職に対する支援
・支援金額 ：乳幼児、小中学校生 5,000円/人 （月額）
           　高校生 8,000円/人 （月額）

離職者教育訓練給付金
・教育訓練の受講のために支払った費用を給付
・給付金額 ：（受講費用－国からの支援金）×1/2
・限度額 ： 国からの支援金有･･･5万円
            国からの支援金無･･･8万円

郡労働者福祉協議会補助金

【項】1 労働諸費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

― 41 ―



【款】5 労働費

（千円）【項】1 労働諸費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

1 労働諸費 ○ 優良勤労者・優良技能者表彰事業 ≪ 継続 ≫ 462 千円 462

－ 1  商工業

◆ 表彰記念品購入費 390 千円

◆   表彰状の印刷、筆耕料等 72 千円

（　担当：　産業課  商工観光係　）

【4】産業・交流　

　勤労の尊さと勤労意欲を高めるため、長年にわたり勤務し、地域産業の振興に寄
与されている方を表彰します。

【主な経費】

（優良技能者表彰）　卓越した技能を持ち町の産業振興に寄与した方

（特別表彰）　町内事業所で勤続30年以上の方

（一般表彰）　町内事業所で勤続10年以上の方

【表彰対象者】
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【款】6 農林水産業費

（千円）

3 農業振興費 ○ 有害鳥獣被害対策事業 ≪ 継続 ≫ 9,060 千円 2,842 6,218
県補助金 － 3  農業

◆ 3,290 千円

◆ 1,180 千円

◆ 90 千円

◆ 3,380 千円

◆ 1,120 千円

3 農業振興費 ○ 経営構造対策事業 ≪ 継続 ≫ 500 千円 500

－ 3  農業

◆ 500 千円

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

【4】産業・交流　

　有害鳥獣による農作物等の被害を防止・低減させるため、国、県の補助金を活用
し有害鳥獣捕獲業務を実施します。
　また、有害鳥獣被害対策協議会、農家が設置する有害鳥獣防除施設の設置及び狩
猟免許を取得・更新するために要する経費を助成します。
　特に急増しているサル被害対策に重点的に取り組みます。

【主な経費】

（　担当：　産業課  農林係　）

有害鳥獣捕獲業務委託料、消耗品、保険料等

鳥獣害防止事業補助金(防除施設設置：全額、1/3）
　　　　　　　　　　(狩猟免許取得更新：全額、1/3以内)

有害鳥獣捕獲隊研修負担金

【4】産業・交流　

【項】1 農業費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

　収益性の高い新たな商品価値を創造し、農林漁業者の社会的地位の向上を図るこ
とを目的とし、町内で生産し又は採取された農林水産物を加工製造、流通、販売を
一体的に取り組む事業に対し助成金を交付します。

【主な経費】

（　担当：　産業課  農林係　）

有害鳥獣緊急捕獲業務報償費

鳥獣被害総合防止対策事業（サル複合対策：全額）

農林水産物6次産業化支援事業補助金
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【款】6 農林水産業費

（千円）

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

【項】1 農業費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

3 農業振興費 ○ 遊休農地解消自主的再生支援事業 ≪ 継続 ≫ 200 千円 200

－ 3  農業

◆ 200 千円

3 農業振興費 ○ 機構集積協力金交付事業 ≪ 継続 ≫ 2,207 千円 2,206 1

県補助金 － 3  農業

◆ 2,207 千円

【主な経費】

遊休農地解消自主的再生支援助成金
・対象：農地の再生利用を行う農業者
・単価：再生に要した費用のうち10a当たり5万円を限度に助成
　　　　（農業用機械で再生が困難な場合は8万円を限度）

【4】産業・交流　

　遊休農地の状況を把握するとともに、個々の状況に応じた農地の利活用を図る取
組（利用権設定、農作業受託）に対し、助成金による再生支援を行います。

【4】産業・交流　

（　担当：　農業委員会　）

　担い手への農地集積・集約化を加速するため、農地中間管理機構を介し農地を貸
し借りした地域及び個人に対し、機構集積協力金を交付します。

【主な経費】

機構集積協力金交付補助金
 (地域集積協力金、経営転換協力金)

（　担当：　農業委員会　）
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【款】6 農林水産業費

（千円）

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

【項】1 農業費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

7 農地費 ○ 農業農村整備事業 ≪ 継続 ≫ 13,685 千円 13,685

－ 3  農業

◆ 2,000 千円

◆ 9,200 千円

◆ 2,000 千円

◆ 485 千円

7 農地費 ○ 北部幹線農道整備事業 ≪ 継続 ≫ 28,215 千円 25,000 3,215

町債 － 3  農業

◆ 2,615 千円

◆ 3,600 千円

◆ 22,000 千円

農業用施設（農道・水路）維持補修工事

町単土地改良事業等補助金
（50/100：国県の補助を受けた事業は補助残の40/100)

土地購入費

【4】産業・交流　

　農業生産基盤の向上を図るため、農道の拡幅、梅谷川の橋梁の設置等を行い、市
之尾地内から主要地方道岐阜関ケ原線までの農道を整備します。

【主な経費】

農道整備工事

（　担当：　産業課  農林係　）

【4】産業・交流　

　農業の生産性の向上を図るため、かんがい排水事業（用排水路の補修及び改
良）、農地整備事業（未整備農道の改良）を行います。

【主な経費】

（　担当：　産業課  農林係　）

表佐・栗原線基幹農道整備事業　効果算定業務委託料

大谷溜池維持管理計画書等整備業務委託料

分筆登記業務委託料
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【款】6 農林水産業費

（千円）

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

【項】1 農業費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

7 農地費 ○ ため池整備事業 ≪ 継続 ≫ 11,550 千円 7,550 4,000

－ 3  農業

◆ 7,550 千円

◆ 1,731 千円

◆ 269 千円

◆ 2,000 千円

7 農地費 ◎ ほ場整備事業（栗原地区、平尾地区） ≪ 継続 ≫ 70,133 千円 40,000 30,133

県補助金 － 3  農業

◆ 40,000 千円

◆ 22,246 千円

◆ 87 千円

◆ 1,053 千円

◆ 5,200 千円

◆ 1,100 千円

◆ 447 千円

野田ため池廃止測量設計業務委託料

西蛇池―東蛇池連絡水路改修工事

県補助金

　農業用水の安定供給を図るため、ため池の維持管理及び改修を行います。また、
農業用水として利用されていないため池の廃止工事を行います。

【主な経費】

基盤整備推進事業補助金

（　担当：　産業課  農林係　）

【4】産業・交流　

　農業の多面的機能を確保するため、栗原地区において、栗原土地改良区・岐阜県
と連携し、事業完了に伴う換地処分を実施します。また、平尾地区において、平尾
土地改良区、岐阜県と連携し、ほ場整備事業を施工します。

【主な経費】

換地清算金

県営ため池等整備事業（東蛇池地区）負担金（事業費の10%)

（栗原地区）

三角地整備工事

農業経営高度化支援事業補助金

（　担当：　産業課  農林係　）

竣工式典経費等

（平尾地区）

農地中間管理機構関連事業（平尾地区）負担金

客土置場維持補修工事

【4】産業・交流　

（県土地改良事業負担金）（事業費の10%）

ため池施設維持補修工事
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【款】6 農林水産業費

（千円）

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

【項】1 農業費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

7 農地費 ○ 中山間地域等直接支払事業 ≪ 継続 ≫ 38,098 千円 26,834 11,264

県補助金 － 3  農業

◆ 38,098 千円

7 農地費 ○ 多面的機能支払事業 ≪ 継続 ≫ 70,630 千円 52,970 17,660

県補助金 － 3  農業

◆ 23,538 千円

◆ 14,305 千円

◆ 32,787 千円

中山間地域等直接支払事業交付金
　通常地域（国1/2、県・町1/4）
　特認地域（国・県・町1/3）

農地維持支払交付金　6団体
（田：3,000円/反、畑：2,000円/反
  ：国1/2、県・町1/4）

資源向上支払(共同活動)交付金 6団体
（田：1,800円/反、畑：1,080円/反
　：国1/2、県・町1/4）

資源向上支払(長寿命化)交付金 6団体
（田：4,400円/反、畑：2,000円/反
 ：国1/2、県・町1/4）

（　担当：　産業課  農林係　）

（　担当：　産業課  農林係　）

【4】産業・交流　

【主な経費】

【4】産業・交流　

　農業生産条件が不利な地域において、耕作放棄地の発生を防止し多面的機能を確
保するため、中山間地域で行う農業生産活動に対して、交付金対象農用地面積
（8,000円／反）に応じて、活動組織（16組織（通常地域8集落、特認地域8集落））
に交付金を交付します。

【主な経費】

　農業の持続的発展と多面的機能の確保のため、地域ぐるみで行う農地・農業用水
等の資源の保全管理を行う取り組みに対し、交付金対象農用地面積に応じて、活動
組織に交付金を交付します。
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【款】6 農林水産業費

（千円）

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

【項】1 農業費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

7 農地費 ○ 環境保全型農業直接支払事業 ≪ 継続 ≫ 2,560 千円 1,919 641

県補助金 － 3  農業

◆ 2,560 千円

8 農業構造改善費 ○ 高性能農業機械導入事業 ≪ 継続 ≫ 10,000 千円 10,000
－ 3  農業

◆ 10,000 千円高性能農業機械導入補助金
（3/10以内：国県の補助を受けた
　事業は補助残の2/10以内）

環境保全型農業直接支払交付金
（6,000円/反：国1/2、県・町1/4）

　地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動の普及拡大を図るため、
化学肥料や農薬の使用を低減する取り組みに対して、交付金を交付します。

【主な経費】

【4】産業・交流　

（　担当：　産業課  農林係　）

【4】産業・交流　

　地域農業の活性化及び集落営農の促進のため、高性能農業機械の導入にかかる経
費を助成します。

【主な経費】

（　担当：　産業課  農林係　）
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【款】6 農林水産業費

（千円）

2 林業振興費 ○ ≪ 継続 ≫ 339 千円 339

－ 4  林業

◆ 339 千円

2 林業振興費 ○ 林業振興事業 ≪ 継続 ≫ 4,800 千円 1,650 3,150

県補助金 － 4  林業

◆ 4,000 千円

◆ 800 千円

【4】産業・交流　

【4】産業・交流　

　適切な森林施業を行うため、森林管理・林道維持補修工事の実施、山林管理組合
等が行う林道開設等事業に対し補助金を交付します。

【主な経費】

【項】2 林業費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

ふるさと回帰 木育ワークショップ事業

木育ワークショップ委託料等

町単林道開設事業補助金
　（事業費の50/100）

　町の自然に親しみをもってもらい、将来自分の子供を育てる場所として、本町を
選択してもらえるよう、町内の木材を使用した木育体験イベントを開催し、将来の
定住人口増加のため取り組みを行います。

【主な経費】

（　担当：　産業課  農林係　）

（　担当：　産業課  農林係　）

林道施設維持補修工事（池田～明神線等）
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【款】6 農林水産業費

（千円）【項】2 林業費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

2 林業振興費 ○ 森林居住環境整備事業（林道明神線開設） ≪ 継続 ≫ 50,830 千円 34,300 14,000 2,530

県補助金 町債 － 4  林業

◆ 1,800 千円

◆ 49,000 千円

◆ 30 千円

2 林業振興費 ○ 森林経営管理事業 ≪ 継続 ≫ 5,197 千円 5,197
－ 4  林業

◆ 4,897 千円

◆ 300 千円

2 林業振興費 ○ 一般造林事業（団地間伐・作業道等の開設） ≪ 継続 ≫ 6,000 千円 6,000
－ 4  林業

◆ 6,000 千円

【4】産業・交流　

　森林の有する多面的機能の発揮のため、間伐等の造林事業を行う森林組合や森林
所有者に対し、補助金を交付します。

【主な経費】

【4】産業・交流　

　森林の適切な整備及び保全を図るため、引き続き、林道明神線開設工事を施工し
ます。併せて、令和6年供用開始後の利活用に向けた取り組みとして親しみのある愛
称を募集します。

【主な経費】

【4】産業・交流　

森林整備推進工事

（　担当：　産業課  農林係　）

森林経営管理に関する意向調査（食糧費、委託料、使用料及び
賃借料等）

森林環境
譲与税

林道明神線開設工事監理業務委託料

林道明神線開設工事（舗装L=776.9m、
法面保護A=1,229㎡、ｶﾞｰﾄﾞﾚｰﾙ
L=378m）
愛称公募入選者賞品

（　担当：　産業課  農林係　）

（　担当：　産業課  農林係　）

　経営管理意向調査全体計画で定めた優先順位に従い、森林所有者に対し意向調査
を実施します。

【主な経費】

一般造林事業補助金
　（補助率は事業内容による）
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【款】7 商工費

（千円）

2 商工振興費 ○ 企業誘致推進事業 ≪ 継続 ≫ 40 千円 40

－ 1  商工業

◆ 40 千円

2 商工振興費 ◎ 垂井SDGsマルシェの開催 ≪ 継続 ≫ 500 千円 50 450

諸収入 － 1  商工業
※出店料

◆ 500 千円

（　担当：　産業課  商工観光係　）

2 商工振興費 ◎ ≪ 拡充 ≫ 13,000 千円 20 12,980

諸収入 － 1  商工業

◆ 創業支援事業委託料 13,000 千円

（　担当：　産業課  商工観光係　）

【主な経費】

※相談料

チラシ印刷製本費等

【4】産業・交流　

　起業意欲のある者に対し、創業に必要な人的ネットワークが提供できるよう、垂井
町出身者の事業支援コミュニティを創り出します。また、ＥＣサイトの開設や運営が
課題となる事業への支援など、伴走型の支援を行います。

【主な経費】

創業支援事業

府中離山工業団地周辺除草業務委託料

　工場用地開発に向け関係機関との協議及び企業等との意見交換を実施します。

【主な経費】

　まちの賑わいと地域経済の活性化を図るとともに、出店者も消費者もＳＤＧｓを意
識した、「人と人がつながる」、「次の世代へつなぐ」事業展開を目的として「たる
いＳＤＧｓマルシェ」を開催します。

【4】産業・交流　

（　担当：　都市計画課  都市計画政策係　）

【項】1 商工費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

【4】産業・交流　

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他
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【款】7 商工費

（千円）【項】1 商工費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

2 商工振興費 ◎ ≪ 継続 ≫ 1,900 千円 1,900

－ 1  商工業

◆ 900 千円

◆ 1,000 千円

（　担当：　産業課  商工観光係　）

2 商工振興費 ○ 商工会事業への支援事業 ≪ 継続 ≫ 24,540 千円 24,540

－ 1  商工業

◆

13,340 千円

◆

11,200 千円

（　担当：　産業課  商工観光係　）

企業支援セミナー業務委託料

【主な経費】

中小企業等国補助金事業申請支援補助金

　商業振興を図るため、商工会が行う事業者支援などに対し、補助金を交付し、町内
事業者を育成する環境づくりを推進します。

【主な経費】

商工会育成補助金
・運営経費12,000千円　　事業経費1,340千円

プレミアム商品券発行補助金
・商工会が行う商品券の発行に対しプレミアム部分の
　9/10を補助
・10%プレミアムを付加した商品券を1万セット発行

【4】産業・交流　企業支援事業

　ポストコロナ・ウィズコロナ時代の社会変化に対応するため、中小企業にとって、
大きな支援となる国の補助金の活用方法を学ぶ機会の創出と、申請支援を行います。

【4】産業・交流　
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【款】7 商工費

（千円）【項】1 商工費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

2 商工振興費 ○ 企業立地促進事業 ≪ 継続 ≫ 108,758 千円 108,758
－ 1  商工業

◆

107,258 千円

◆ 1,500 千円

（　担当：　産業課  商工観光係　）

2 商工振興費 ○ ≪ 拡充 ≫ 800 千円 800
－ 1  商工業

◆ 800 千円

（　担当：　産業課  商工観光係　）

2 商工振興費 ◎ ≪ 継続 ≫ 300 千円 300
－ 1  商工業

◆ 300 千円

（　担当：　産業課  商工観光係　）

【4】産業・交流　

【主な経費】

企業連絡会補助金

雇用促進奨励金

　情報交換や交流等による企業間の連携及び企業と町の意思疎通の場づくりのための
企業連絡会を支援します。

【主な経費】

プレスリリース支援補助金

【4】産業・交流　

　中小企業等の認知度や企業価値を高めるため、中小企業等が実施するプレスリリー
ス配信サービスに要した費用の一部を支援します。

　企業立地の促進及び町内企業育成のため、町内に工場等を新設等した企業に対し、
工場等設置奨励金や雇用促進奨励金を交付します。

【主な経費】

工場等設置奨励金
・期間：操業開始後、初めて固定資産税が賦課されてから
　　　　3年間
（投下固定資産に対して賦課された税額を限度とする。）

【4】産業・交流　企業連絡会への支援事業

プレスリリース支援事業
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【款】7 商工費

（千円）【項】1 商工費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

3 観光費 ○ イベント実施団体への助成事業 ≪ 継続 ≫ 4,552 千円 4,552
－ 2  観光

◆ 4,500 千円

◆ 52 千円

（　担当：　産業課  商工観光係　）

3 観光費 ○ 観光施設の整備事業 ≪ 継続 ≫ 4,093 千円 204 3,889

県委託金 － 2  観光

◆ 4,093 千円

住民提案型事業への助成

審査員謝礼等

【主な経費】

【4】産業・交流　

　より多くの観光客を呼び込むため、町内に点在する観光資源や案内看板等の計画的
な整備を行います。

【主な経費】

観光施設修繕料、管理費
　・菩提、藤乃森休憩所管理業務
　・ハイキングコース清掃　等

（　担当：　産業課  商工観光係　）

　住民主体の地域づくりを構築するため、自らが主体となる事業を提案し、実施する
住民団体に対し、助成金を交付します。

【4】産業・交流　
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【款】7 商工費

（千円）【項】1 商工費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

3 観光費 ○ 観光基本計画重点プロジェクト推進事業 ≪ 継続 ≫ 101 千円 101

－ 2  観光

◆ ボランティアガイド養成（講師謝礼等） 101 千円

3 観光費 ○ 郷土芸能保存団体等への助成事業 ≪ 継続 ≫ 4,265 千円 4,265

－ 4  文化

◆ 3,395 千円

◆ 90 千円

◆ 450 千円

◆ 330 千円

【4】産業・交流　

【主な経費】

表佐太鼓踊り保存会補助金

（　担当：　産業課  商工観光係　）

南宮大社神事芸能保存会補助金

【主な経費】

　伝統行事への参加者や伝統芸能の担い手が固定化・減少化しているため、伝統芸能
の掘り起こしや後継者等の育成を図ります。

垂井曳 保存会補助金

垂井祭囃子保存会補助金

（　担当：　産業課  商工観光係　）

【6】教育・文化

　観光基本計画遂行のため、重点プロジェクトを推進するアクションプランを計画的
に実施し、情報発信、観光案内の充実を図ります。
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【款】7 商工費

（千円）【項】1 商工費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

3 観光費 ○ 観光協会への支援事業 ≪ 継続 ≫ 11,000 千円 11,000

－ 2  観光

◆ 11,000 千円

3 観光費 ○ 特産品のPR及び町外イベント出展への助成事業≪ 拡充 ≫ 1,047 千円 1,047

－ 2  観光

◆ 247 千円

◆ 300 千円

◆ 400 千円

◆ 100 千円

（　担当：　産業課  商工観光係　）

3 観光費 ◎ 広域的な戦国武将観光推進事業 ≪ 継続 ≫ 6,000 千円 3,000 3,000

国補助金 － 2  観光

◆ 地方創生広域的な戦国武将観光推進事業委託料 6,000 千円

（　担当：　産業課  商工観光係　）

【4】産業・交流　

【4】産業・交流　

　観光客の誘客を推進するため、町における観光事業の振興及び観光資源の開発を行
い、町の文化及び産業経済の向上を図ります。

【4】産業・交流　

【主な経費】

PRトラック事業（WEB更新作業等）

アウトドアスパイス地域活性化事業

観光協会補助金

　観光PRのため、特産品を活用して町内外に情報を発信します。

【主な経費】

垂井ブランド事業

（　担当：　産業課  商工観光係　）

　戦国武将（特に関ヶ原合戦を中心とした）に関する講演会やイベント等を実施しま
す。

【主な経費】

観光特産振興補助金
（町外イベント出展への助成等）
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【款】8 土木費

（千円）

1 土木総務費 ○ 地籍調査事業 ≪ 継続 ≫ 3,226 千円 9 3,217

諸収入 － 1  土地利用
※負担金

◆ 2,238 千円

◆ 988 千円地籍調査業務支援等システムリース料等

（　担当：　建設課  管理係　）

【3】都市基盤・環境

　垂井町内の土地について、所在、地番、地目、所有者等を調査し、土地の筆界を
所有者の立会いにより確認します。立会い結果を基に一筆地毎に測量を行い、新し
く正確な地図を作成します。

【主な経費】

地籍調査業務報酬等

【項】1 土木管理費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

― 57 ―



【款】8 土木費

（千円）

2 道路維持費 ○ 道路除雪対策事業 ≪ 継続 ≫ 9,450 千円 9,450

－ 2  道路

◆ 7,000 千円

◆ 920 千円

◆ 670 千円

◆ 860 千円

2 道路維持費 ○ 生活道路の維持補修事業 ≪ 継続 ≫ 41,620 千円 1,097 40,523

県委託金 － 2  道路

◆ 16,897 千円

◆ 22,500 千円

◆ 1,600 千円

◆ 623 千円

凍結防止剤の購入等諸経費

（　担当：　建設課  工務係　）

【3】都市基盤・環境

　住民生活に配慮した生活道路の維持補修を図るため、適正な維持管理を行いま
す。

【主な経費】

浚渫・道路清掃・美化清掃・樹木伐採業務委託料
(主要地方道岐阜関ヶ原線等　3路線　除草業務委託料等)

道路維持管理に伴う修繕工事

道路維持管理に伴う原材料費

（　担当：　建設課  工務係　）

その他諸経費

【3】都市基盤・環境

　町道の安全・安心な通行確保のため、除雪業務を委託し、除雪作業を行います。
また、日の出橋、垂井こ線橋に存する融雪設備を点検・管理するとともに凍結防止
剤を購入し、配布、散布します。

【主な経費】

日の出橋・垂井こ線橋融雪設備点検委託料
日の出橋・垂井こ線橋融雪設備(電気)保守点検委託料

除雪用ホイールローダリース料

除雪業務委託料

【項】2 道路橋りょう費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他
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【款】8 土木費

（千円）【項】2 道路橋りょう費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

3 道路新設改良費 31,250 124,000 16,928

－ 2  道路
基金繰入金

10,000

町債

114,000

◆ 59,900 千円

◆ 6,800 千円

◆ 31,100 千円

◆ 61,600 千円

◆ 11,850 千円

◆ 928 千円

4 橋りょう維持費 ◎ 道路構造物定期点検事業 ≪ 継続 ≫ 59,000 千円 32,450 23,000 3,550

国補助金 町債 － 2  道路

◆ 2,000 千円

◆ 57,000 千円

◎

（　担当：　建設課  工務係　）

【3】都市基盤・環境

　既設橋梁の長寿命化と地域道路網の安全性・信頼性を確保するために、5年毎に橋
梁点検(近接目視)を実施します。
　点検結果に基づき、補修および架替えを実施します。

【主な経費】

橋梁定期点検業務委託料

（　担当：　建設課  工務係　）

【主な経費】

社会資本整備総合交付金事業（工事）
　府中51号線舗装改良工事等　5件

県工事負担金　主要地方道岐阜関ヶ原線等　3路線

道路改良・路側改良・舗装改良工事
　垂井161号線道路改良工事等　8件

社会資本整備総合交付金事業（土地購入）

測量、土地鑑定、土地購入、補償等

橋梁補修工事　新桜橋

その他諸経費

千円
【3】都市基盤・環境

　国道21号、県道及び幹線町道の整備推進を図るため、関係機関との協議や情報共
有に努めるとともに課題事項について要望活動を推進します。また、社会資本整備
総合交付金等を活用して、町内幹線道路の整備を行います。さらに、安心安全で快
適な住環境を目指し、道路・側溝・舗装等の改良工事を行い、生活道路の整備を推
進します。

幹線道路の整備促進及び安心安全な生活道路
の改良事業 国補助金

172,178≪ 継続 ≫
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【款】8 土木費

（千円）

2 河川維持費 ○ 自然と景観を活かした河川整備事業 ≪ 継続 ≫ 2,966 千円 1,300 1,666

県委託金 － 1  防災・減災

◆ 1,200 千円

◆ 1,300 千円

◆ 466 千円

2 河川維持費 ○ 災害に強い河川・砂防整備事業 ≪ 継続 ≫ 27,372 千円 3,350 12,000 12,022

－ 1  防災・減災

基金繰入金

10,000

町債
2,000

◆ 1,972 千円

◆ 7,500 千円

◆ 6,700 千円

◆ 10,500 千円

◆ 700 千円

【2】安全・安心　

（　担当：　建設課  工務係　）

　主要河川の水害発生を防止し、流水の正常な機能の維持をしていくため、必要な
箇所の河川整備を進めます。また、土砂災害警戒区域、砂防区域の整備を進めま
す。

【主な経費】

土砂浚渫・樹木伐採業務委託料

河川整備工事　相川グラウンドゴルフ場駐車場整備

維持管理に伴う諸経費

【2】安全・安心　

　総合的な浸水対策による災害に強い町を目指して、相川河川空間の維持管理を推
進します。相川河川敷内の伐採、除草、芝張り等による景観整備を行います。

【主な経費】

相川水辺公園清掃業務委託料

河川美化清掃業務委託料

河川修繕工事

相川堤防路肩除草業務委託料

国補助金

（　担当：　建設課  工務係　）

雨水出水(内水)浸水想定区域図作成業務委託料
【債務負担行為（令和6年度）】

使用料及び
手数料

【項】3 河川費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他
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【款】8 土木費

（千円）【項】3 河川費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

2 河川維持費 ○ 排水路整備等への助成事業 ≪ 継続 ≫ 1,000 千円 1,000

－ 1  防災・減災

◆ 1,000 千円

3 緑化推進費 ○ 親水空間づくりを目指した河川環境整備事業 ≪ 継続 ≫ 400 千円 400

－ 8  環境

◆ 400 千円

（　担当：　建設課  工務係　）

河川敷花壇管理業務委託料

【3】都市基盤・環境

　相川河川敷内の除草、花壇の管理により景観整備を行います。

【主な経費】

（　担当：　建設課  工務係　）

【2】安全・安心　

　住民環境の改善、向上に寄与するため、共同で行う排水路整備事業等を支援しま
す。

【主な経費】

排水路整備事業等補助金
・対　象：共同で行う10万円以上の排水路整備事業
・補助率：整備費用の6/10（補助限度額：100万円）
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【款】8 土木費

（千円）

1 都市計画総務費 ○ 建築物の耐震診断・耐震補強等への支援事業 ≪ 継続 ≫ 2,753 千円 2,017 736
－ 1  防災・減災

国補助金
1,284

県補助金

◆ 237 千円

◆ 2,516 千円

1 都市計画総務費 ◎ ≪ 継続 ≫ 3,800 千円 3,800

－ 1  土地利用

◆ 3,800 千円

3 公園費 ◎ 朝倉運動公園再整備事業 ≪ 新規 ≫ 3,900 千円 3,900

－ 4  公園

◆ 3,900 千円

【項】4 都市計画費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

【主な経費】

　安全・安心なまちづくりの推進を図るため、町内に建築された木造住宅の無料耐
震診断及び耐震補強工事等に対する支援を行います。

民間木造住宅耐震診断業務委託料
・負担割合：国1/2、県1/4、町1/4
・5件見込

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

【2】安全・安心　

建築物等耐震化促進事業費補助金
・木造住宅耐震補強工事費補助金　1件見込
・建築物耐震診断事業補助金　　　1件見込

（　担当：　都市計画課  都市計画整備係　）

都市機能を集約した快適で安全・安心なまち
づくり事業

【3】都市基盤・環境

　都市機能を集約した快適で安全・安心なまちづくりの実現を目指すため、国の
「都市再生整備計画事業」を活用して各種事業を行います。また、都市機能集積拠
点である庁舎周辺において、土地利用の方向性について検討を行います。

【主な経費】

庁舎周辺土地利用方針検討業務委託料

（　担当：　都市計画課  都市計画政策係　）

【3】都市基盤・環境

733

　朝倉運動公園の再整備に向け、官民連携による公園整備の可能性について調査を
行います。

【主な経費】

朝倉運動公園再整備調査業務委託料

（　担当：　都市計画課  都市計画整備係　）
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【款】8 土木費

（千円）【項】4 都市計画費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

5 運動公園管理費 ○ 朝倉運動公園施設整備事業 ≪ 継続 ≫ 1,600 千円 1,600

－ 4  公園

◆ 1,600 千円

（　担当：　朝倉運動公園管理事務所　）

7 児童公園管理費 ○ 利用者の声を活かした公園づくり事業 ≪ 継続 ≫ 6,040 千円 297 5,743
－ 4  公園

◆ 3,100 千円

◆ 1,020 千円

◆ 1,920 千円

8 駅周辺整備費 ○ 駅周辺整備事業 ≪ 継続 ≫ 43,619 千円 26,697 16,922
－ 3  地域公共交通

◆ 2,066 千円 町債

◆ 2,908 千円 23,000

◆ 2,494 千円

◆ 2,798 千円

◆ 6,053 千円

◆ 26,000 千円

◆ 1,300 千円

浄化槽清掃管理手数料等

駅自由通路橋・駅南北便所清掃業務委託料等

【主な経費】
都市公園清掃等業務委託料等

維持管理費（消耗品費、光熱水費、修繕料）

都市公園遊具点検手数料等

（　担当：　都市計画課  都市計画整備係　）

エレベーター・エスカレーター保守点検業務委託料

維持管理費（消耗品費、光熱水費、修繕料等）

駅自由通路橋南口エスカレーター改修工事

駅南北トイレ電磁弁等取替工事

駅北駐車場管理業務委託料

【3】都市基盤・環境

　誰もが利用しやすい垂井駅とするため、自由通路橋、駅前広場、駐車場及び駐輪
場の適正な維持管理を行います。

【主な経費】 3,697

（　担当：　都市計画課  都市計画整備係　）

使用料及び
手数料

【3】都市基盤・環境

【3】都市基盤・環境

※駐車場使用
料等

　交流拠点としての施設機能の充実を図るため、住民のいこいの場となる公園にな
るよう適正な維持管理を行います。

諸施設修繕

　多様化する利用者ニーズに応えるため、老朽化したスポーツ施設等の改修を行い
ます。

【主な経費】

使用料及び
手数料

― 63 ―



【款】9 消防費

（千円）

1 非常備消防費 ○ 消防団員の資質向上 ≪ 継続 ≫ 33,800 千円 33,800

－ 1  防災・減災

◆ 11,387 千円

◆ 18,613 千円

◆ 3,800 千円

2 消防施設費 ◎ 消防設備の充実 ≪ 継続 ≫ 33,000 千円 27,000 6,000

町債 － 1  防災・減災

◆ 33,000 千円

【項】1 消防費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

（　担当：　非常備消防　）

（　担当：　非常備消防　）

機械器具購入費
・消防ポンプ自動車（岩手分団）、小型動力ポンプ（宮代分団）、
　ホース、ホースブリッジ

団員報酬
・町消防団条例定員：298名

出動報酬
・機動演習、操法訓練及び各種訓練など

消防活動消耗品購入費
・活動服､長靴など

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

【2】安全・安心　

　機動演習・各種訓練の実施、また、消防操法大会への参加などにより、消防団員の
機動力の充実を図ります。
　併せて、消防団員の負担軽減のため、活動内容等の見直しを行います。

【主な経費】

【2】安全・安心　

　消防水利、消防団の設備等について計画的な更新を行い、消防設備の整備を図りま
す。

【主な経費】
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【款】9 消防費

（千円）【項】1 消防費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

4 災害対策費 ○ 地域防災力強化事業 ≪ 継続 ≫ 1,227 千円 1,227

－ 1  防災・減災

◆ 85 千円

◆ 800 千円

◆ 100 千円

◆ 242 千円

4 災害対策費 ○ 災害備蓄品整備事業 ≪ 継続 ≫ 2,568 千円 894 1,674

県補助金 － 1  防災・減災

◆ 780 千円

◆ 1,788 千円

（　担当：　企画調整課  生活安全係　）

自主防災組織防災資機材購入費補助金
・資機材購入に要した費用に対して助成

災害拠点病院体制強化補助金
・災害拠点病院が行う訓練などに要した費用に対して助成

【2】安全・安心　

　自主防災組織リーダー研修会の実施や自主防災組織などへの支援により、地域防災
力を高め、自助・共助それぞれの対応力を強化します。

【主な経費】

自主防災組織リーダー研修会経費（講師報償、消耗品費）

防災士育成事業補助金（21人分）
・防災士の資格を取得するのに要した費用に対して助成

（　担当：　企画調整課  生活安全係　）

【2】安全・安心　

　大規模な災害が発生した直後の住民の生命・安全を確保するため、食糧、飲料水、
生活必需品及び資機材を備蓄します。また、避難所における新型コロナウイルス感染
症感染防止を図るための資機材の充実を図ります。

【主な経費】

災害備蓄品購入

避難所運営用新型コロナウイルス感染症対策資機材
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【款】10 教育費

（千円）

2 事務局費 ◎ 学校防犯体制の強化事業 ≪ 拡充 ≫ 2,038 千円 2,038

－ 2  生活安全

◆ 107 千円

◆ 462 千円

◆ 1,469 千円

2 事務局費 ○ ≪ 継続 ≫ 9,252 千円 9,252

－ 1  学校教育

◆ 2,179 千円

◆ 2,233 千円

◆ 4,840 千円

【項】1 教育総務費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

【2】安全・安心　

　登下校時の児童生徒の安全確保を図るため、通学路の巡回パトロールを実施する
団体の活動を支援します。また、小中学校から保護者に、緊急連絡（気象情報、不
審者情報等）に関する一斉メール配信を行うことで、迅速な情報共有と安全安心の
確保に努めるとともに、保護者からの欠席連絡など利便性の向上と負担軽減を図る
ためのシステムを導入します。

【主な経費】

小中学校保護者連絡システム利用料

学校防犯巡回活動補助金

一斉メール配信システム保守委託料

（　担当：　学校教育課  総務係　）

【6】教育・文化

　特別支援教育への指導助言を行う特別支援教育指導員、幼児教育への指導助言を
行う幼児教育指導員、児童生徒及び保護者と教育相談を行うスクールアドバイザー
を配置します。

（　担当：　学校教育課  学務係　）

【主な経費】

特別支援教育指導員報酬、期末手当（1名）

幼児教育指導員報酬、期末手当（1名）

スクールアドバイザー報酬（1名）

特別な支援を要する幼児・児童・生徒及び
その保護者に対する支援事業
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【款】10 教育費

（千円）【項】1 教育総務費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

2 事務局費 ○ 適応指導教室運営事業 ≪ 継続 ≫ 2,987 千円 2,987

－ 1  学校教育

◆ 2,987 千円

2 事務局費 ○ 英語教育の充実 ≪ 継続 ≫ 12,420 千円 12,420

－ 1  学校教育

◆ 12,420 千円

2 事務局費 ◎ 給食費無償化事業 ≪ 継続 ≫ 105,000 千円 105,000

－ 1  学校教育

◆ 105,000 千円

（　担当：　学校教育課  学務係　）

【6】教育・文化

　授業において、より多く本場の英語にふれあう機会を提供するとともに、英語を
通じて言語や文化の理解を深め、国際感覚を磨くため、小中学校に英語指導助手を
配置し、英語教育の充実を図ります。

【主な経費】

英語指導助手報酬（3名）

（　担当：　学校教育課  総務係　）

【6】教育・文化

　小中学校児童生徒の子を持つ家庭の教育に係る経済的負担を軽減し、子育て支援
を推進するため、学校給食費の無償化を行います。

【主な経費】

給食費無償化事業補助金

（　担当：　学校教育課  学務係　）

【6】教育・文化

　小中学校における不登校の児童生徒のために、適応指導教室を設置しカウンセリ
ング等により悩みや不安の解消を図るなど基本的生活習慣を確立し、学校復帰のた
めの支援を行います。

【主な経費】

適応指導教室指導員報酬、期末手当 （2名）
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【款】10 教育費

（千円）

1 学校管理費 ○ 個別支援教育講師の配置事業 ≪ 継続 ≫ 23,769 千円 23,769

◆ 22,677 千円

◆ 1,092 千円

1 学校管理費 ◎ 小学校教育支援講師の配置事業 ≪ 継続 ≫ 1,397 千円 1,397

◆ 1,397 千円

1 学校管理費 ○ スクール・サポート・スタッフの配置事業 ≪ 継続 ≫ 4,647 千円 2,310 2,337

◆ 4,647 千円

 学校教育
　複式学級（二つの学年で編制される学級）において、いずれか一方の学年の教科
指導や教材・教具の工夫などを行う教育支援講師を配置します。

【主な経費】

合原小学校教育支援講師報酬、期末手当 （1名）

（　担当：　学校教育課  学務係　）

【項】2 小学校費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

（　担当：　学校教育課  学務係　）

個別支援教育講師報酬（26名）

　個別に特別な支援が必要な児童に対して、個別支援教育講師を配置します。ま
た、日本語指導が必要な外国人児童に対して、日本語適応指導員を配置します。

【主な経費】

日本語適応指導員報酬（3名）

スクール・サポート・スタッフ報酬 （7名）

（　担当：　学校教育課  学務係　）

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

【6】教育・文化

【6】教育・文化

　授業で使用する教材などの印刷や物品の準備、教材・資料の整理、学校行事・式
典などの準備補助、調査統計の入力補助などを行うスクール・サポート・スタッフ
を配置します。

【主な経費】

－ 1  学校教育

－ 1  学校教育県補助金

【6】教育・文化

－ 1
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【款】10 教育費

（千円）【項】2 小学校費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

1 学校管理費 ○ コミュニティ･スクール推進事業 ≪ 継続 ≫ 1,589 千円 1,589

－ 1  学校教育

◆ 315 千円

◆ 70 千円

◆ 1,204 千円

1 学校管理費 ◎ ICT教育環境の充実 ≪ 拡充 ≫ 29,738 千円 29,738

－ 1  学校教育

◆ 2,027 千円

◆ 1,540 千円

◆ 1,553 千円

◆ 6,844 千円

◆ 14,408 千円

◆ 3,366 千円

【主な経費】

（　担当：　学校教育課  総務係　）

コミュニティ・スクール推進事業謝礼

運営経費（消耗品、印刷製本費等）

学校運営協議会委員報償

（　担当：　学校教育課  総務係　）

【6】教育・文化

　「GIGAスクール構想」により整備した1人1台のタブレット端末や大型ディスプレ
イ装置等が授業等で積極的に活用され、ICTを取り入れた新しい「学び」のスタイル
が、より効率的・効果的に展開されるよう、質の高いICT教育環境の充実を目指しま
す。

【主な経費】

GIGAスクール用タブレットリース料

学習者用デジタル教科書及び教材（2学年・2教科分等）

モバイルルーター運用経費

ICT支援業務委託料(GIGAスクール関係)

プログラミング教育用備品

GIGAスクール用タブレット運用保守業務委託料

　全ての小学校に「学校運営協議会」を設置し､地域の学校運営への参画と連携の強
化を図るとともに、学校、保護者、地域が相互に信頼関係を深め、学校運営の改善
や子どもたちの健全育成に取り組みます。

【6】教育・文化
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【款】10 教育費

（千円）【項】2 小学校費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

2 教育振興費 ○ 学校備品の充実（教材及び図書備品） ≪ 継続 ≫ 4,150 千円 4,150

－ 1  学校教育

◆ 1,270 千円

◆ 2,880 千円

3 学校建設費 ◎ 学校施設長寿命化事業 ≪ 継続 ≫ 23,000 千円 12,000 11,000

町債 － 1  学校教育

◆ 21,611 千円

◆ 1,389 千円

（　担当：　学校教育課  総務係　）

【6】教育・文化

　児童の学習・生活の場であり、地域においても重要な学校施設の老朽化に対し
て、長寿命化を推進します。

【主な経費】

東小校舎長寿命化改修工事実施設計業務委託料

東小校舎長寿命化改修工事に係るアスベスト調査業務委託料

（　担当：　学校教育課  総務係　）

【6】教育・文化

　児童の主体的な学習姿勢と学習意欲の向上を図り、質の高い授業内容を実現する
ため、教材備品を充実させます。併せて図書備品を継続的に整備し「新鮮かつ豊
富」な情報をいつでも活用できる図書環境を実現し、多様な学習スタイルに柔軟に
対応できるようにします。

【主な経費】

義務教育教材備品購入費

児童用図書購入費
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【款】10 教育費

（千円）

1 学校管理費 ○ 個別支援教育講師の配置事業 ≪ 継続 ≫ 6,469 千円 6,469

－ 1  学校教育

◆ 6,105 千円

◆ 364 千円

1 学校管理費 ○ スクール・サポート・スタッフの配置事業 ≪ 継続 ≫ 1,328 千円 660 668

県補助金 － 1  学校教育

◆ 1,328 千円

1 学校管理費 ○ 交通安全ヘルメット支給事業 ≪ 拡充 ≫ 1,120 千円 1,120

－ 1  学校教育

◆ 1,120 千円

【項】3 中学校費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

【6】教育・文化

　個別に特別な支援が必要な生徒に対して、個別支援教育講師を配置します。ま
た、日本語指導が必要な外国人生徒に対して、日本語適応指導員を配置します。

【主な経費】

日本語適応指導員報酬（1名）

（　担当：　学校教育課  学務係　）

個別支援教育講師報酬（7名）

【6】教育・文化

　授業で使用する教材などの印刷や物品の準備、教材・資料の整理、学校行事・式
典などの準備補助、調査統計の入力補助などを行うスクール・サポート・スタッフ
を配置します。

【主な経費】

スクール・サポート・スタッフ報酬 （2名）

（　担当：　学校教育課  学務係　）

【6】教育・文化

　町内の中学校に入学する新一年生への入学祝品として、自転車通学等に使用する
交通安全ヘルメットを支給します。

【主な経費】
入学祝品交通安全ヘルメット

（　担当：　学校教育課  総務係　）
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【款】10 教育費

（千円）【項】3 中学校費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

1 学校管理費 ○ コミュニティ･スクール推進事業 ≪ 継続 ≫ 866 千円 866

－ 1  学校教育

◆ 120 千円

◆ 60 千円

◆ 686 千円

1 学校管理費 ◎ ICT教育環境の充実 ≪ 拡充 ≫ 7,132 千円 7,132

－ 1  学校教育

◆ 3,843 千円

◆ 668 千円

◆ 665 千円

◆ 1,956 千円

【6】教育・文化

コミュニティ・スクール推進事業謝礼

　全ての中学校に「学校運営協議会」を設置し､地域の学校運営への参画と連携の強
化を図るとともに、学校、保護者、地域が相互に信頼関係を深め、学校運営の改善
や子どもたちの健全育成に取り組みます。

【主な経費】

学校運営協議会委員報償

（　担当：　学校教育課  総務係　）

運営経費（消耗品･印刷製本費等）

ICT支援業務委託料(GIGAスクール関係)

GIGAスクール用タブレット運用保守業務委託料

（　担当：　学校教育課  総務係　）

【6】教育・文化

　「GIGAスクール構想」により整備した1人1台のタブレット端末や大型ディスプレ
イ装置等が授業等で積極的に活用され、ICTを取り入れた新しい「学び」のスタイル
が、より効率的・効果的に展開されるよう、質の高いICT教育環境の充実を目指しま
す。

【主な経費】

学習者用デジタル教科書及び教材（全学年・2教科分）

モバイルルーター運用経費
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【款】10 教育費

（千円）【項】3 中学校費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

2 教育振興費 ○ ≪ 継続 ≫ 3,710 千円 3,710

－ 1  学校教育

◆ 770 千円

◆ 1,590 千円

◆ 1,350 千円

3 学校建設費 ◎ 学校施設ＬＥＤ化改修事業 ≪ 新規 ≫ 30,500 千円 10,166 18,000 2,334

町債 － 1  学校教育

◆ 30,500 千円

クラブ活動備品・吹奏楽備品購入費

生徒用図書購入費

（　担当：　学校教育課  総務係　）

学校備品の充実（教材、図書及びクラブ活動
備品）

【6】教育・文化

　生徒の主体的な学習姿勢と学習意欲の向上を図り、質の高い授業内容を実現する
ため、教材備品を充実させます。併せて図書備品を継続的に整備し「新鮮かつ豊
富」な情報をいつでも活用できる図書環境を実現し、多様な学習スタイルに柔軟に
対応できるようにします。

【主な経費】

義務教育教材備品購入費

（　担当：　学校教育課  総務係　）

【6】教育・文化

　児童生徒等の学習・生活の場としての学校施設を環境に配慮したものとするた
め、省エネ効果の高いＬＥＤ照明器具の導入を進めます。

【主な経費】

不破中・北中体育館ＬＥＤ化改修工事
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【款】10 教育費

（千円）

1 社会教育総務費 ○ 女性団体の育成事業 ≪ 継続 ≫ 353 千円 353

－ 2  人権

◆ 253 千円

◆ 100 千円

1 社会教育総務費 ○ 人権意識啓発事業 ≪ 継続 ≫ 337 千円 163 174

県補助金 － 2  人権

◆ 277 千円

◆ 60 千円

【1】協働

　人権尊重の意識を啓発し、人権教育を推進するため、人権フォーラムの開催や人
権に関するポスター・作文・標語を募集し、優秀者を表彰します。

【主な経費】

（　担当：　生涯学習課  社会教育係　）

【1】協働

　女性団体の連携を図り、身近な生活の中にある課題に取り組む中で女性団体の社
会教育活動を支援します。

【主な経費】

【項】5 社会教育費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

町女性のつどい協議会補助金

町生活学校補助金

人権フォーラム（講師謝礼等）

人権啓発資料用印刷製本費

（　担当：　生涯学習課  社会教育係　）
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【款】10 教育費

（千円）【項】5 社会教育費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

1 社会教育総務費 ○ 生涯学習推進事業 ≪ 継続 ≫ 437 千円 30 407

諸収入 － 3  生涯学習
※負担金

◆ 202 千円

◆ 50 千円

◆ 140 千円

◆ 20 千円

◆ 25 千円

1 社会教育総務費 ○ 224 千円 224

－ 3  生涯学習

◆ 224 千円

【6】教育・文化

　活力ある地域づくりを目指すため、生き生き学級や家庭教育学級など生涯学習を
通して、地域住民の健康増進・教養の向上・活力ある地域づくりを推進します。

【6】教育・文化
コミュニティ・スクール支援事業（学校支援
地域本部事業）

≪ 継続 ≫

（　担当：　生涯学習課  社会教育係　）

学校支援ボランティア活動者保険料

【主な経費】

中央家庭教育学級、幼児期・小中家庭教育学級講師謝礼等

シニア向け講座・成人セミナー講師謝礼等

生き生きライフ推進大会　合同開講式・閉講式講師謝礼等

西美濃生涯学習連携講座負担金

【主な経費】

　家庭・地域・学校が連携して学校教育の一層の充実を図り、地域ぐるみで子ども
を育てるために、小中学校の教育活動への学校支援ボランティアを登録し、学校の
要請に応じて必要な登録ボランティアが学校を支援します。

（　担当：　生涯学習課  社会教育係　）

町視聴覚協議会補助金
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【款】10 教育費

（千円）【項】5 社会教育費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

2 青少年教育費 ○ 地域子ども教室推進事業 ≪ 継続 ≫ 1,190 千円 74 1,116
－ 2  青少年育成

◆ 1,190 千円

2 青少年教育費 ○ 青少年活動支援事業 ≪ 継続 ≫ 3,674 千円 3,674

－ 2  青少年育成

◆ 1,000 千円

◆ 1,470 千円

◆ 490 千円

◆ 400 千円

◆ 314 千円

　心豊かでたくましい子どもを地域で育むために、スポーツや文化活動を通して、
大人や異年齢の子どもたちがふれあい、学ぶことができる「地域子ども教室」を実
施します。

【主な経費】

【6】教育・文化

　青少年が地域において、リーダーとして活発に活動し、ボランティア精神の高揚
を図るために、町子ども会インリーダー研修会、町ＶＹＳのジュニアリーダー研修
会及び青少年研修の支援など青少年健全育成の支援を実施します。

【主な経費】

（　担当：　生涯学習課  社会教育係　）

地域子ども教室推進事業補助金

町子ども会育成連絡協議会補助金

青少年健全育成町民会議等補助金

青少年育成推進委員長報償、青少年育成協力推進員活動補助金

青少年団体活動補助金（町ＶＹＳ、町青年のつどい協議会）

講師謝礼等（夏休み子ども講座、ジュニアリーダー研修会等）

県補助金

（　担当：　生涯学習課  社会教育係　）

【6】教育・文化

― 76 ―



【款】10 教育費

（千円）【項】5 社会教育費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

2 青少年教育費 ○ 子ども遊園地遊具改修事業 ≪ 新規 ≫ 2,000 千円 2,000

基金繰入金 － 4  公園

◆

◆

4 文化財保護費 ○ 遺跡詳細分布・試掘調査事業 ≪ 継続 ≫ 2,000 千円 1,000 1,000

国補助金 － 4  文化

◆ 2,000 千円

4 文化財保護費 ◎ 美濃国府跡公有地化事業 ≪ 継続 ≫ 62,654 千円 46,003 10,000 6,651

国補助金 町債 － 4  文化

◆ 24 千円

◆ 30 千円

◆ 44 千円

◆ 5,091 千円

◆ 57,465 千円

【6】教育・文化

（　担当：　生涯学習課  社会教育係　）

2,000 千円

　住宅建設等の開発計画に対応するため、埋蔵文化財の範囲を確認する必要がある
ことから、開発予定地での試掘調査を行います。

旅費

消耗品費等

不動産鑑定評価手数料

【3】都市基盤・環境

　利用しやすい子ども遊園地の整備を目的として、子ども遊園地の遊具の整備に努
めます。

【主な経費】

西駒引子ども遊園地遊具更新工事

南長畑子ども遊園地遊具更新工事

（　担当：　タルイピアセンター　）

【6】教育・文化

　国史跡美濃国府跡を適切に保護・管理するため、指定地の公有地化を進めます。

【主な経費】

（　担当：　タルイピアセンター　）

物件補償調査業務委託料・公有地化支援業務委託料

美濃国府跡土地購入費・物件移転補償費

【主な経費】

試掘確認調査（会計年度任用職員人件費等）

― 77 ―



【款】10 教育費

（千円）【項】5 社会教育費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

4 文化財保護費 ○ 文化財資料整理事業 ≪ 継続 ≫ 6,336 千円 6,336

－ 4  文化

◆ 6,336 千円

4 文化財保護費 ○ 文化財等保存事業 ≪ 継続 ≫ 6,909 千円 1,265 5,644

県補助金 － 4  文化

◆ 2,321 千円

◆ 4,165 千円

◆ 423 千円

（　担当：　タルイピアセンター　）

【6】教育・文化

　町内所在資料の文化遺産としての価値を判別するため、整理及び目録化を行いま
す。

【主な経費】

会計年度任用職員人件費、古文書読解システム使用料等

美濃路松並木剪定業務委託料等

垂井の泉保存修理工事

（　担当：　タルイピアセンター　）

【6】教育・文化

　町内の文化財を適切な状態で維持するため、環境整備等を行います。

【主な経費】

文化財保存事業補助金(垂井曳やま鳳凰山保存修理事業補助金等)
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【款】10 教育費

（千円）【項】5 社会教育費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

4 文化財保護費 ○ 歴史文化等継承事業 ≪ 継続 ≫ 3,110 千円 3,110

－ 4  文化

◆ 546 千円

◆ 1,178 千円

◆ 1,186 千円

◆ 200 千円

4 文化財保護費 ◎ 菩提山城跡総合調査事業 ≪ 新規 ≫ 7,103 千円 3,551 3,552

国補助金 － 4  文化

◆ 200 千円

◆ 33 千円

◆ 5,792 千円

◆ 1,078 千円

【6】教育・文化

　町の歴史的背景、個性、特色が顕著な民俗資料、文献資料の収集及び、旧跡、伝
承、情報等について調査し、後世に伝えるために保存します。また、収集した資料
や調査で知り得た情報を基に町に関わる展示をし、多角的に町の成り立ちへの理解
を促します。

【主な経費】

第58回企画展資料賃借料

第58回企画展図録、ポスター及びチラシの印刷製本費

第58回企画展展示室造作業務委託料

（　担当：　タルイピアセンター　）

第58回企画展文化財資料等輸送業務委託料

【6】教育・文化

　菩提山城跡について保護を図るための遺跡の範囲や性格を総合的に調査し、国指
定史跡を目指します。

【主な経費】

調査委員会委員報償

調査委員会委員特別旅費

航空レーザー測量業務委託料

赤色立体地図作成業務委託料

（　担当：　タルイピアセンター　）
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【款】10 教育費

（千円）【項】5 社会教育費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

6 文化会館費 ○ 文化活動団体育成事業 ≪ 継続 ≫ 660 千円 660

－ 3  生涯学習

◆ 560 千円

◆ 70 千円

◆ 30 千円

6 文化会館費 ○ 青少年芸術鑑賞会事業 ≪ 継続 ≫ 1,464 千円 1,464

－ 2  青少年育成

◆ 1,450 千円

◆ 5 千円

◆ 9 千円

【主な経費】

（　担当：　文化会館　）

【6】教育・文化

　住民主体の生き生きとした芸術文化活動を推進するため、町芸術文化協会の自立
を促しながら育成・運営指導に努め、少年少女合唱団、青少年吹奏楽団の練習･発表
の場を提供するなど、芸術文化の高揚と文化活動の場を提供します。

【主な経費】

【6】教育・文化

　鑑賞会、講演会等を通して感性豊かな心を育むため、中学生以下の子ども及び保
護者を対象に、芸術文化等に触れる機会を提供します。

消耗品（レジメ用色上質紙等）

託児謝礼

垂井町芸術文化協会補助金

垂井町少年少女合唱団育成補助金

垂井町青少年吹奏楽団育成補助金

（　担当：　文化会館　）

青少年芸術鑑賞会委託料
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【款】10 教育費

（千円）【項】5 社会教育費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

6 文化会館費 ○ 公演・展示事業 ≪ 継続 ≫ 1,212 千円 1,212

－ 3  生涯学習

◆ 729 千円

◆ 483 千円

6 文化会館費 ○ 文化講演会事業 ≪ 継続 ≫ 1,734 千円 1,050 684

諸収入 － 3  生涯学習
※売却代金

◆ 1,700 千円

◆ 5 千円

◆ 29 千円

【6】教育・文化

　音楽や芸術など文化に接する機会の提供と関心を高めるため、町展や芸術・文芸
展などの展示事業、音楽祭（器楽・吹奏楽の部、合唱・邦楽の部）・四季のコン
サートなどの音楽事業を行います。

【主な経費】

（　担当：　文化会館　）

展示事業（町展、芸術・文芸展）

音楽事業（音楽祭（器楽・吹奏楽の部、合唱・邦楽の部）、四
季のコンサート、フレッシュコンサート、ふぁみりー鑑賞会）

【6】教育・文化

　より豊かな生きがいを見つけ、自己を磨き、自己の確立を目指した質の高い学習
の場を提供するため、各界の著名人を講師として招き、文化講演会を開催します。

【主な経費】

講演事業委託料（ポスター、チケット含む）

消耗品（レジメ用色上質紙等）

手話通訳、託児謝礼

（　担当：　文化会館　）
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【款】10 教育費

（千円）【項】5 社会教育費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

6 文化会館費 ◎ 文化会館維持改修事業 ≪ 継続 ≫ 87,100 千円 74,000 13,100

町債 － 3  生涯学習

◆ 86,000 千円

◆ 1,100 千円

10 タルイピア
センター費

○ 9,058 千円 9,058

－ 3  生涯学習

◆ 7,800 千円

◆ 1,258 千円

○ タルイピアセンター施設改修事業 ≪ 継続 ≫ 29,000 千円 27,000 2,000

町債 － 3  生涯学習

◆ 27,600 千円

◆ 1,400 千円

【6】教育・文化

　当町の重要な生涯学習施設であるセンターの施設維持管理のため、施設改修整備
を行います。

【主な経費】

【主な経費】

【6】教育・文化

　図書館資料の収集、児童・高齢者・障がい者サービスの充実を図り、住民からの
各分野の課題解決を後方支援するレファレンス機能の強化を行います。

空調設備改修工事

図書館照明器具修繕

【主な経費】

大規模改修工事内訳書単価入替業務委託料

図書館資料の収集とレファレンス機能の強化
事業

音響設備更新工事等

【債務負担行為（令和6年度）】

≪ 継続 ≫

10 タルイピア
センター費

図書購入費

新聞、雑誌購入費

（　担当：　タルイピアセンター　）

（　担当：　タルイピアセンター　）

（　担当：　文化会館　）

【6】教育・文化

　当町の文化情報発信の場として重要な役割を担っている施設であり、施設の維持
や利用者の安全を図るため修繕や改修を実施します。
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【款】10 教育費

（千円）

1 保健体育総務費 ○ スポーツ団体等の育成支援事業 ≪ 継続 ≫ 13,325 千円 13,325

－ 3  生涯学習

◆ 1,263 千円

◆ 11 千円

◆ 30 千円

◆ 91 千円

◆ 4,400 千円

◆ 1,425 千円

◆ 800 千円

◆ 5,000 千円

◆ 305 千円

【項】6 保健体育費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

（　担当：　生涯学習課  スポーツ振興係　）

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

【6】教育・文化

　誰もがスポーツ・レクリエーション活動を行うことができるように、スポーツ活
動等の推進を図るため、各種スポーツ団体等に対して、負担金及び補助金を交付し
て育成支援に努めます。

【主な経費】

郡体育協会負担金

レクリエーション競技協会補助金

郡スポーツ推進委員連絡協議会負担金

全国・東海・県スポーツ推進委員連絡協議会負担金

町体育協会補助金

体育推進員活動補助金

全国大会等出場助成金

総合型地域クラブLet'sたるい事業補助金

県体育施設協会負担金
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【款】10 教育費

（千円）【項】6 保健体育費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

1 保健体育総務費 ○ 各種スポーツ大会開催事業 ≪ 継続 ≫ 354 千円 354

－ 3  生涯学習

◆ 109 千円

◆ 106 千円

◆ 110 千円

◆ 29 千円

2 体育施設費 ○ 学校開放・町体育施設使用運営事業 ≪ 継続 ≫ 6,181 千円 6,181

－ 3  生涯学習

◆ 2,500 千円

◆ 1,200 千円

◆ 126 千円

◆ 790 千円

◆ 750 千円

◆ 399 千円

◆ 260 千円

◆ 156 千円

（　担当：　生涯学習課  スポーツ振興係　）

北部グラウンド・合原広場除草等業務委託料

その他

消耗品（ワックス・清掃用品等）

電気・水道料金

修繕料

浄化槽維持管理費

【6】教育・文化

　スポーツ・レクリエーション活動を始める動機付けの機会を提供し、町民等の健
康・体力の保持・増進を図るため、各種スポーツ大会等を開催します。

施設管理員報償

【6】教育・文化

　町内に在住・在勤・在学の成人監督者を含む10名以上で構成するスポーツ団体
（スポーツを生業としない）に対して、平日の夜間及び土日祝日の日中・夜間に、
体育館・格技場・グラウンドを貸し出します。

【主な経費】

防球ネット新設工事（宮代小学校）

（　担当：　生涯学習課  スポーツ振興係　）

【主な経費】

スポーツ・レクリエーション祭記念品等

三木市とのスポーツ交流（スポ少競技・隔年行き来）記念品等

FC岐阜ホームタウンデー記念品

南宮・菩提両山ウォーク記念品等
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02 国民健康保険特別会計

【款】4 保健事業費

（千円）

○ 特定健康診査・特定保健指導事業 ≪ 継続 ≫ 20,141 千円 8,644 220 11,277

県支出金 諸収入 － 4  健康・医療
※負担金

◆ 984 千円

◆ 15,239 千円

◆ 354 千円

◆ 264 千円

◆ 278 千円

◆ 2,541 千円

◆ 41 千円

◆ 440 千円30代健診委託料

（　担当：　保健センター　）

【5】福祉・健康

基本健診、国保連合会共同処理委託料等

血流観察委託料

特定健診結果管理システム使用料

　40歳以上75歳未満の国民健康保険被保険者を対象に特定健康診査を実施します。
また、特定健康診査の結果により、積極的又は動機づけ支援による特定保健指導を
対象者に実施します。
　30歳代の国民健康保険被保険者を対象に、健診及び生活習慣病予備軍への保健指
導を実施します。

〈特定健康診査〉

受診票等の購入及び郵送料

〈特定保健指導〉

リーフレット等の購入

〈未受診者勧奨事業〉

未受診者勧奨業務委託料

受診勧奨リーフレットの購入

〈その他〉

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

1 特定健康診査
　等事業費

【項】2 特定健康診査等事業費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

【主な経費】
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08 公共下水道事業特別会計

【款】1 公共下水道費

【項】1 公共下水道費 （千円）

1 下水道建設費 ◎ 公共下水道推進事業 ≪ 継続 ≫ 410,500 千円 202,525 200,100 7,875

国補助金 町債 － 7  下水道

◆ 114,000 千円

◆ 15,000 千円

◆ 6,000 千円

◆ 275,500 千円

2 施設管理費 ○ 地方公営企業法の適用事業 ≪ 継続 ≫ 17,843 千円 17,843

－ 7  下水道

◆ 9,151 千円

◆ 7,720 千円

◆ 259 千円

◆ 713 千円

【3】都市基盤・環境

【3】都市基盤・環境

　快適な生活環境の整備のため、公共下水道事業計画区域内における管渠整備を計
画的な財源運営のもと実施します。また、処理場への流入量の増加に伴い浄化セン
ターの増設を行います。

【主な経費】

下水管布設工事（開削工）　L=1,540m

会計システム支援業務委託料

使用料及び
手数料

※下水道使用
料

【債務負担行為（令和6年度～令和7年度）】

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

（　担当：　上下水道課  庶務係　）

　法適用に係る手続を円滑に推進するため基本計画にそって、固定資産の調査・評
価、会計システムの構築、移行事務手続等を行います。
　令和6年度からの適用に向け、固定資産の評価及び台帳の作成、会計システムの構
築、例規の整備等移行に係る事務を行います。

【主な経費】

財務会計システム、資金管理システム移行対応業務委託料

舗装復旧工事　A=2,300㎡

下水管布設設計事業委託料（工事積算）

（　担当：　上下水道課  下水道係　）

浄化センター水処理施設増設委託料

地方公営企業法適用支援業務委託料

受益者負担金管理システム改修業務委託料

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他
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08 公共下水道事業特別会計

【款】1 公共下水道費

【項】1 公共下水道費 （千円）

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

3 浄化センター費 ○ 浄化センターの維持管理事業 ≪ 継続 ≫ 186,000 千円 186,000

－ 7  下水道

◆ 15,000 千円

◆ 53,000 千円

◆ 10,000 千円

◆ 108,000 千円

光熱水費

機械設備等修繕料

施設維持管理業務等委託料

（　担当：　上下水道課  下水道係　）

薬品類等購入費

【3】都市基盤・環境

　公共用水域の水質保全に資するため、浄化センターの適正な管理を行います。

使用料及び
手数料
※下水道使用
料

【主な経費】
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09 農業集落排水事業特別会計

【款】1 総務費

（千円）

1 一般管理費 ○ 地方公営企業法の適用事業 ≪ 継続 ≫ 3,228 千円 3,228

－ 7  下水道

◆ 2,370 千円

◆ 858 千円

【3】都市基盤・環境

会計システム支援業務委託料

（　担当：　上下水道課  庶務係　）

　法適用に係る手続を円滑に推進するため基本計画にそって、固定資産の調査・評
価、会計システムの構築、移行事務手続等を行います。
　令和6年度からの適用に向け、固定資産の評価及び台帳の作成、会計システムの構
築、例規の整備等移行に係る事務を行います。

【主な経費】

地方公営企業法適用支援業務委託料

【項】1 総務管理費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他
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【款】1 総務費

（千円）

1 一般管理費 ○ 介護保険事業等の充実 ≪ 継続 ≫ 5,477 千円 5,477

－ 2  高齢福祉

◆ 2,177 千円

◆ 3,300 千円

1 一般管理費 ○ 地域包括支援センター運営の充実 ≪ 継続 ≫ 6,560 千円 6,559 1

諸収入 － 2  高齢福祉

◆ 5,926 千円

◆ 634 千円

介護保険事業計画等策定業務委託料

地域包括支援センター支援システム使用料

（　担当：　健康福祉課  高齢福祉係　）

【5】福祉・健康

　地域住民の心身の健康の保持と生活の安定のために必要な援助を行うため、包括
的支援事業を一体的に実施します。

【主な経費】

※受託金

介護保険システム改修業務委託料

（　担当：　健康福祉課  地域包括支援センター　）　

【5】福祉・健康

12 介護保険特別会計

【項】1 総務管理費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

　全ての高齢者がいつまでも健康で自立した生活が送れるように、高齢者等に対す
る福祉・保健・介護に関する総合的な計画である「いきがい長寿やすらぎプラン
21」第9期計画を策定します。

【主な経費】

介護予防サービス計画作成業務委託料
　・委託先：指定居宅介護支援事業所
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【款】2 保険給付費

（千円）

　1 市町村特別 ○ 高齢者紙おむつ等購入費助成事業 ≪ 継続 ≫ 2,232 千円 2,232

　　給付費 国補助金 － 2  高齢福祉

◆ 2,232 千円

【款】4 地域支援事業費

（千円）

1 一般介護予防 ○ 一般介護予防事業 ≪ 継続 ≫ 7,233 千円 2,349 1,953 2,931

　 事業費 － 2  高齢福祉

国補助金

1,446

県補助金

903

◆ 7,233 千円

（　担当：　健康福祉課　地域包括支援センター　）

【5】福祉・健康
支払基金交
付金

　高齢者を年齢や心身の状況等によって分け隔てなく住民主体の通いの場を充実さ
せ、人と人とのつながりによる地域づくりを推進するとともに、要介護状態となっ
ても生きがい・役割をもって生活できる地域づくりにより介護予防を推進します。

【主な経費】

介護予防普及啓発事業
　・介護予防広報啓発費
　・運動、栄養、口腔等に係る介護予防教室委託料
　・傷害保険料等

【項】1 一般介護予防事業費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

【5】福祉・健康

　在宅介護を受ける重度の要介護認定者に対して、紙おむつ等の購入費の一部を助
成することにより、その経済的負担を軽減し、在宅福祉の増進を図ります。

【主な経費】

紙おむつ等購入助成費

（　担当：　健康福祉課　高齢福祉係　）

【項】7 市町村特別給付費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他
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【款】4 地域支援事業費

（千円）

5 任意事業費 ○ 任意事業 ≪ 継続 ≫ 1,120 千円 649 471

－ 2  高齢福祉
国補助金

432

県補助金

217

◆ 330 千円

◆ 790 千円

5 任意事業費 ○ 認知症高齢者等見守り支援事業 ≪ 継続 ≫ 712 千円 412 300

－ 2  高齢福祉

国補助金

274

県補助金

138

◆ 40 千円

◆ 100 千円

◆ 503 千円

◆ 69 千円

（　担当：　健康福祉課  高齢福祉係  地域包括支援センター　）　　

認知症啓発イベント実施

認知症サポーター等養成事業

【5】福祉・健康

　認知症高齢者やそのご家族が安心して暮らせるまちを目指すため、行方不明時を
想定し、安否情報が共有できる見守りシールの配付やGPS機器の導入支援等を行うと
ともに、まちづくり協議会と連携した啓発イベントを開催し、見守り体制の整備を
推進します。

【主な経費】

認知症高齢者等見守りシール配付事業（安否情報共有事業）

認知症高齢者等GPS機器購入等支援事業

【5】福祉・健康

　地域の高齢者が、住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続していくこ
とができるように、成年後見制度利用支援事業や緊急通報用機器を用いたひとり暮
らし老人等への見守り事業を実施します。

【主な経費】

成年後見制度利用支援事業

（　担当：　健康福祉課  高齢福祉係　地域包括支援センター　）

ひとり暮らし老人等見守り事業（緊急通報システム事業）

【項】2 包括的支援事業・任意事業費

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

― 91 ―



【款】4 地域支援事業費

（千円）

○ 介護予防・生活支援サービス事業 ≪ 継続 ≫ 24,689 千円 11,346 6,667 6,676

－ 2  高齢福祉

国補助金

8,258

県補助金

3,088

◆ 24,614 千円

◆ 75 千円審査支払手数料等

（　担当：　健康福祉課  高齢福祉係　）

1 介護予防・生
活支援サービス
事業

【5】福祉・健康
支払基金交
付金

　要支援者等に対して、要介護状態となることの予防及び自立した日常生活の支援
を実施することにより、生きがいのある生活を送ることができるよう支援します。
また、より充実した支援や、地域の支え合いの体制づくりを推進し、介護予防活動
に努めます。

【主な経費】

第1号事業負担金
　・訪問型サービス、通所型サービス、高額介護予防
　　サービス等

【項】3 介護予防・生活支援サービス事業

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他
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【款】3 保健事業費

（千円）

1 健康診査費 ○ ぎふ・すこやか健診等事業 ≪ 継続 ≫ 11,132 千円 10,931 201

－ 4  健康・医療

◆ 911 千円

◆ 550 千円

◆ 8,360 千円

◆ 1,075 千円

◆ 236 千円

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

【5】福祉・健康

　75歳以上の後期高齢者医療被保険者を対象に、生活習慣病の予防のため特定健康
診査に準じた、ぎふ・すこやか健診及び高齢者の口腔ケアのため、ぎふ・さわやか
口腔健診を実施します。

【主な経費】

消耗品の購入、受診票等の作成

受診票郵送料

広域連合支
出金

（　担当：  保健センター　）

【項】1 健康保持増進事業費

14 後期高齢者医療特別会計

目 事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

財　　源　　内　　訳

ぎふ・すこやか健診委託料等

ぎふ・さわやか口腔健診委託料

国保連合会共同処理委託料
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水道事業会計

1 資本的支出 ○ 水道施設配水管網の整備・更新 ≪ 継続 ≫ 104,200 千円 39,917 64,283

1 建設改良費 － 6  上水道

工事負担金

6,000

加入金

5,517

他会計負
担金

◆ 104,200 千円 28,400

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

【項】

（　担当：　上下水道課  上水道係　）

【3】都市基盤・環境

　安全で安定した水の供給を行うため、配水管網の整備や老朽化した配水管等の更
新と併せて、主要な管路の耐震化を図ります。

【主な経費】
配水管網の整備・更新
　・下水道事業、道路改良事業等による布設替工事
　　　L=1,545m

【款】

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容
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水道事業会計

財　　源　　内　　訳

第6次総合計画
の位置付け

特　定　財　源

一般財源
国県支出金

地方債
その他

【項】

【款】

事　　業　　名　　及　　び　　事　　業　　内　　容

1 資本的支出 ◎ 水道基幹施設の充実・強化 ≪ 継続 ≫ 60,000 千円 60,000

1 建設改良費 企業債 － 6  上水道

相川左岸地域施設改良事業

◆ 60,000 千円

【3】都市基盤・環境

相川左岸低区　送・配水管布設工事
　φ200　L=150m×2条、250m

　水源地及び送・配水管網の整備と共に配水池を新設し、自然流下方式による配水
を行います。また、被災時など不測の事態に備えてバックアップ対策を強化しま
す。

【主な経費】

（　担当：　上下水道課  上水道係　）

相川左岸低区配水池 上水道第１水源地
相川左岸低区配水池 上水道第１水源地
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